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照射後試験施設から発生する廃棄物の処分に向けて、廃棄物中の放射能分析結果及びその解析

結果に基づき、照射後試験施設に共通的な放射能評価方法を検討する必要がある。

そこで、ニュークリア・デベロップメント株式会社にて保管されている可燃性廃棄物を対象と

して、分析試料 点から 核種（ 、 、 、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、 、 ）の放射化学分析及び

実搬入燃料のデータを用いた 計算による廃棄物の放射能評価を実施した。

本報告書では、実施した計算による廃棄物の放射能評価及び放射化学分析結果をまとめるとと

もに、計算結果と分析結果を比較し、適用する放射能評価方法を構築する上で課題となる点につ

いて整理した。

本報告書は、公益財団法人原子力バックエンド推進センターが独立行政法人日本原子力研究開

発機構との契約により実施した業務成果に基づくものである。

原子力科学研究所：〒 茨城県那珂郡東海村白方白根
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In order to dispose of the radioactive waste which is generated from post-irradiation 

examination (PIE) facilities, the common evaluation method of radioactivity in wastes from 

PIE should be established by the actual data such as radioactivity values and the theoretical 

calculation. 

In this study, the radioactivity concentrations of 17 nuclides (H-3, C-14, Co-60, Ni-63, 

Sr-90, Tc-99, Cs-137, Eu-154, U-234, U-235, U-238, Pu-238, Pu-239, Pu-240, Pu-241, Am-241, 

Cm-244) in combustible wastes stored in NUCLEAR DEVELOPMENT CORPORATION were measured from 

3 samples and the radioactivity was calculated by ORIGEN-2 based on initial contents and 

operation record of the spent fuel. 

From the comparison of the obtained data by the radiological measurement with the 

calculated values, the subject to be solved for establishment of the radioactivity 

evaluation method for PIE was extracted. 
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はじめに

日本原子力研究開発機構が進めている研究施設等廃棄物埋設事業の対象となる廃棄物の発生施

設は、適用される法令や事業許可区分が多岐に亘っており、廃棄物に含まれる核種の種類・量も

多様なものとなっている。このような廃棄物の埋設事業及び処理事業を円滑に推進するためには、

廃棄物の特徴を踏まえた合理的な廃棄体確認の方法を確立することが必要とされている。また、

合理的に廃棄体確認を行うためには、廃棄物発生事業所での利用核種と使用方法、廃棄物の発生

起源を考慮した共通的な確認手法を設定することが必要である。

原子炉施設から発生するピット処分及びトレンチ処分の対象となる廃棄物については、放射能

評価方法に関する検討が既に行われ、日本原子力学会標準にてその方法が示されている 。そこ

で、原子炉施設から発生する廃棄物と同様に燃料起源の汚染物と放射化物が主体である照射後試

験施設から発生する廃棄物について、原子炉施設において確立された放射能評価方法の適用を主

眼として、照射後試験施設での共通的な放射能評価方法を検討することとした。

照射後試験施設から発生する廃棄物のうち、研究施設等廃棄物埋設事業の対象となる廃棄物は、

汚染源となる使用済燃料の種類は様々であるが、廃棄物中に含有する核種や発生する経緯、汚染

状況に共通点が多い。そのため、共通的な放射能評価方法の設定のための基礎データの収集を目

的として、計算による廃棄物の放射能評価と、国内ではこれまで実施例のない施設内で保管され

た可燃性廃棄物の分析による核種の放射能定量を実施した。

本報告では、ニュークリア・デベロップメント株式会社（以下、 という）にて保管されて

いる可燃性廃棄物を対象として、実搬入燃料のデータを用いた 計算による廃棄物の放射

能評価、分析用試料 点からの 核種（ 、 、 、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、 、 ）を対象とした放射化

学分析を実施した結果を取りまとめた。また、あわせて計算による廃棄物の放射能評価と放射化

学分析の結果を比較し、適用すべき放射能評価方法と課題についてとりまとめた。
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燃焼計算による核種組成比の評価

照射後試験施設から発生する放射性廃棄物のうち、浅地中埋設処分の対象となる放射性廃棄物

は、主に遮へいセル内の除染作業等やセルの外側での作業に伴い発生する物であり、汚染源は

放射化した材料と照射済燃料が主体となる 。そのため、実廃棄物分析による核種の放射能定

量結果と比較することを目的とし、 を用いた燃焼計算により廃棄物中の汚染核種の組

成比を評価した。また、廃棄物保管容器の表面線量率測定結果と計算により求めた核種組成比

から保管容器毎の核種毎放射能量を評価した。

核種組成比評価

を用いた燃焼計算

に搬入されている燃料又は燃料集合体は、表 に示す 種類であり、燃料集合体には

なしと 入り燃料の 種類が含まれており、実質的には 種類の燃料がある。これらに

ついて コードを用いて、燃料中の生成核種の放射能量を計算した。計算対象の

種類の燃料の主要仕様をまとめて表 に示す。なお、燃焼度は燃料集合体、燃料棒ともに燃料

集合体平均の燃焼度、照射日数は受け入れた燃料の燃焼度と比出力から算出している。使用ラ

イブラリは、 及び 入り燃料については、 （米国核データライブラリ Ⅳ

から作成した 内蔵ライブラリ）、 燃料については （同左）を使用した。

計算条件は、表 に示した各燃料の仕様に基づき設定し、燃料の放射能量の評価日は、核種

分析時期に近い日として、平成 年 月 日とした。燃料以外の構成材料は、燃料集合体で

輸送されたものは、被覆管、グリッド、上下部ノズル及びシンブルチューブを考慮し、燃料棒

で輸送されたものは、被覆管のみとした。

本計算結果に基づき、燃料の種類毎に放射能量を整理した結果を表 に示す。放射能量は、

ウラン、プルトニウム あたりの放射能量 とした。また、各燃料の放射能量の内訳を

表 に示す。内訳は、核分裂生成物 以下、 核種という）、放射化生成物 以下、 核種と

いう）、アクチニド元素 以下、 核種という に対する重金属 あたりの放射能量 で

ある。評価対象核種は、 において、照射後試験施設等から発生す

る廃棄物で、安全評価にて被ばく線量の寄与が大きい核種（以下、重要核種という。）として

選定された 核種とした。なお、上記の 核種には評価対象核種にコンクリートの放射化

により生成される が含まれているが、今回、放射化したコンクリートは発生しないため

省略した。

核種組成比の評価

燃料ホットラボでの作業はセル内での燃料照射後試験が主体であり、廃棄物の汚染源は

作業に伴い発生する 核種が主要核種である。そのため、表面線量から保管容器内の放射能

量が評価可能な核種として を選定し、 に対する核種組成比を評価した。表 の

放射能計算の結果に基づいて に対する核種組成比の計算した結果を表 に示す。なお、

燃料棒については の放射能量がゼロとなっているのは、燃料集合体のグリッドであるイ

ンコネル材料に含まれる が、燃料棒には含まれていないことによるものである。
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表 1 NDC に搬入された燃料又は燃料集合体の概要 

PWR 燃料の種類*１ 燃料タイプ 燃焼度（GWd/t）*2 

燃料集合体 A UO2燃料 21.6 

燃料集合体 B UO2燃料 37.4 

燃料棒 A MOX 燃料 24.9 

燃料集合体 C UO2燃料＋Gd 入燃料 42.7 

燃料棒 B UO2燃料＋Gd 入燃料 54.6(UO2)/37.4(Gd) 

燃料集合体 D UO2燃料＋Gd 入燃料 37.6 

燃料集合体 E UO2燃料 30.5 

燃料集合体 F UO2燃料 9 

燃料棒 C UO2燃料＋Gd 入燃料 34.3(UO2)/23.9(Gd) 

燃料棒 D UO2燃料 46.7 

燃料棒 E MOX 燃料 22.6 

燃料棒 F UO2燃料＋Gd 入燃料 33.7(UO2)/23.1(Gd) 

*1：燃料集合体/燃料棒の輸送形態で区別 

*2：燃料集合体で受け入れている燃料は、集合体平均の燃焼度を用いた。 

 

 

表 2 計算対象燃料の主要仕様 

 

対象燃料
燃料

集合体Ａ
燃料

集合体Ｂ
燃料棒Ａ

燃料の種類※1 UO2 UO2 MOX UO2 Gd入 UO2 Gd入 UO2 Gd入

燃焼度（GWd/t）※2 21.6 37.4 24.9 42.7 42.7 54.6 37.4 37.6 37.6

比出力（MW/t） 17.7 31 23.5 37.6 37.6 41 28 44.9 44.9
濃縮度（wt%） 3.2 3.4 4.2 4.1 2.6 4.5 2 4.8 3.2

冷却期間（日）※3 9179 9035 8320 7671 7671 4581 4581 2212 2212

対象燃料
燃料

集合体E
燃料

集合体F
燃料棒D 燃料棒E

燃料の種類※1 UO2 UO2 UO2 Gd入 UO2 MOX UO2 Gd入

燃焼度（GWd/t）※2 30.5 9 34.3 23.9 46.7 22.6 33.7 23.1

比出力（MW/t） 14 16.9 37 28 35 23.4 37 28
濃縮度（wt%） 3.28 3.1 3.2 1.7 3.2 4.2 4.1 2.6

冷却期間（日）※3 11693 10556 10089 10089 9778 8321 8139 8139

※1：燃料集合体/燃料棒の輸送形態で区別
※2：燃料集合体で受け入れている燃料は、燃料集合体平均の燃焼度を用いた。
※3：平成26年10月1日時点

燃料
集合体Ｃ

燃料棒Ｂ
燃料

集合体Ｄ

燃料棒C 燃料棒F
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表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料集合体A(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料集合体B(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料棒 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料棒A(MOX)
燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料集合体C(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料集合体C(Gd入り)

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料棒 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料棒B(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料棒B(Gd入り)

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料集合体D（UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料集合体D（Gd入り)

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料集合体E（UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料集合体F（UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料棒 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料棒C(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料棒C(Gd入り）

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料集合体 放射能量の内訳の計算結果（ ）

表 燃料集合体 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料棒D（UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料棒E(MOX)
燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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表 燃料棒 の放射能量の内訳の計算結果（ ）

燃料の種類 燃料棒F(UO

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)

燃料の種類 燃料棒F(Gd入り）

燃焼度(GWd/t)
対象核種 AP（Ci/t) 合計(Ci/t) 合計(Bq/t)
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実廃棄物の核種別放射能量計算

計算手法

核種組成比と表面線量率測定結果に基づく実廃棄物の核種毎放射能量計算の手順を図 に示

す。

表面線量率から 放射能への換算は、保管容器の嵩密度を因子として、図 に示すよ

うに、 コード にて線量当量率と放射能との関係を求めて算出している。

ビルドアップ係数として バージョン以前は、 のモーメント法による

鉄、水、鉛、アルミニウム及びコンクリートのデータを多項式形式で内蔵しており、 及

び バージョンでは、米国の標準データ 近似式で内蔵している。いずれも単一層の無

限媒質中におけるビルドアップ係数を用いており、遮へい体工法での線量率評価には、ビルド

アップ係数、遮へい体内でのγ線発熱評価等には吸収ビルドアップ係数を用いた。

遮へい体後方での線量当量率を評価するため、従来からビルドアップ係数と検出器レスポン

ス関数として線量当量率換算係数を用いる方法が採用されているが、評価線量当量率の誤差が

大きいことが指摘されている。このため、 バージョンでは、遮へい体後方での空気の吸

収線量率から線量当量率への実効換算係数を導入することにより、安全側の線量当量率を評価

できるようになっている。また、廃棄体中には 以外に、よりエネルギーの高いγ線を

放出する や を含むため、測定された線量当量率は他の核種の寄与を含む。した

がって、測定された線量当量を に置き換えて求めた 放射能は実際より高めの放

射能になっていると評価される。

このように コード を用いて求められた 放射能と燃焼計算から求められる

に対する各核種の核種組成比を用いて、対象廃棄物の核種毎放射能を評価した。

表面線量率測定結果に基づく 放射能量評価

表面線量率測定値に基づく 放射能量算定手法の誤差

換算放射能量の誤差には、 以外のγ線核種の影響による誤差、保管容器の表

面線量率の測定ポイントによるばらつきが考えられるが、測定ポイントによるばらつきの影

響が大きいと考えられる。これは、保管容器内には、種々の放射能量をもった廃棄物が種々

の場所に含まれていることによる。保管容器の放射能量評価に表面線量率測定値を用いる場

合、より定量的な誤差評価の実施が今後の課題である。今回実施した 換算放射能量

の誤差に関する検討結果について付録－ に示す。

保管容器毎の 放射能量評価

放射能計算結果に基づき、可燃性固体廃棄物を収納した 本の保管容器内の核種の放射

能量を図 と図 の評価手順と評価方法に従って評価した。

本評価では、全保管容器の放射能量計算は燃料取扱い時期の代表燃料によることとし、表

面線量率測定データ に放射能への換算係数 を掛けて 放射能 を求め、代表燃料の

核種組成比 から各核種の放射能量 ）を算出した。

ここで放射能への換算係数は、保管容器収納廃棄物の密度を考慮し、可燃物又は難燃物に

ついては水を、不燃物については鉄を内容物とした体系により、円柱体積線源モデルにより

コード を用いて廃棄物の密度をパラメータとして求めた換算係数を用いた。なお廃棄
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物の密度は内容物重量 を保管容器容量 リットルで除した嵩密度であるが、可燃物及

び難燃物については圧縮減容後の内容物重量となっている。

また、特殊不燃物については各種遮へい体付廃棄物で個別に放射能を求めているため本換

算表の対象外である。廃棄物の密度を考慮した換算表を表 及び表 に、換算図を図 に示

す。

この評価方法により表面線量率より保管容器内放射能が求められ、各保管容器の表面に示

すように表面線量率、保管容器内放射能等が記載されている。また、全保管容器の容器番号、

封入日、廃棄物種別、内容物、発生場所、表面線量率、保管容器内放射能等が保管記録とし

て記録されている。

保管容器毎の核種別放射能量

燃焼計算結果に基づき、可燃性の実廃棄物が入った 本の保管容器内の核種別の放射能量

を図 の手順に従って評価した。

実廃棄物には、複数の燃料で汚染されたものが含まれている。この場合、燃料の取扱い数に

応じて、それぞれの燃料に含まれる核種の放射能量を配分するのが妥当と考えられる。また、

入り燃料を扱った場合には、 燃料と 入り燃料を考慮する必要がある。

そこで、複数の燃料で汚染された場合の検討例として、燃料棒 入り燃料であるが、

燃料のみ取扱い と集合体 燃料と 入り燃料を取扱い）を取り扱った場合について、放

射能量を評価した結果を以下に示す。

これらの燃料は、 年～ 年にかけて取扱い、廃棄物が発生している。各年でのそれ

ぞれの燃料の取扱い実績から、取扱い数に応じて核種の放射能量を配分して、核種の放射能量

及び に対する核種組成比を計算した結果を表 ～表 に示す。その配分に用いた数値

は以下の通りである。

燃料棒 燃料集合体 ） 燃料集合体 の取扱数 取扱比）

年度： 本 、 本 、 本

年度： 本 、 本 、 本

年度： 本 、 本 、 本

これらの表の重みづけ放射能が、取扱い数に応じて核種の放射能量を配分した結果である。

この重みづけ放射能から、 に対する核種組成比を算出した結果が、同表の に対

する重みづけ核種組成比である。これは図 の「 に対する核種組成比 」に相当する。

次に、発生した保管容器の表面線量率のデータ 表面線量率で最も高い値 から、各保管容器

の放射能量を算出し、表 ～表 の に対する重みづけ核種組成比を用いて、保管容器

に含まれる核種の放射能量を算出した。保管容器内の核種の放射能量の算出結果を表 に示

す。また、評価に用いた保管容器内の のみの放射能量を表 に示す。封入時期が同じ

保管容器で、核種の放射能量が異なるのは、保管容器の表面線量率が異なることによるもので

ある。

複数の燃料で汚染された場合での重みづけで放射能量を評価した例 表 に対応する保管

容器に対して、燃料取扱い時期の代表燃料の核種組成比を用いて放射能量を評価した結果を表

に示す。両者の核種の放射能量から、放射能量の相対値として 重みづけによる放射能量）
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（代表燃料による放射能量）を整理した結果を表 に示す。表 から、 核種、 核種

については、相対偏差は約 ％以内にある。一部、 、 は偏差が少し大きいが、こ

れらの核種の放射能量には燃焼度依存性があることによると考えられる。一方、 核種につ

いては、 核種、 核種に比べると、偏差が大きくなっている。これは、燃料棒と燃料集合

体で、構成材料に違いがあることによると考えられる。特に、 年封入時の評価では、燃

料棒に比べて燃料集合体のインコネル材料に が含まれているために、 の γ 反応

で生成する の偏差が大きい。この評価では、 の少ない燃料棒 を代表燃料としてい

るのに対して、重みづけ評価では の多い燃料集合体 が約 ％混在していることを考慮し

ているために偏差が大きくなっている。

今後、複数の燃料で汚染された保管容器の放射能量の計算値と分析値を比較する際には、上

述の手法により重みづけを行い、手法の検証をする必要がある。

本報告書においては、全保管容器の放射能量計算において、燃料取扱い時期の代表燃料によ

ることとした。
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表 線量率から放射能への換算表（可燃物・難燃物）

保管容器（ ドラム缶）表面線量率 μ 当たりの 数

内容物
重量 密度 係数

内容物
重量 密度 係数

内容物
重量 密度 係数

内容物
重量 密度 係数

内容物
重量 密度 係数

- 18 -

JAEA-Technology 2015-015



 

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

内
容
物

重
量

密
度

係
数

表
線
量
率
か
ら
放
射
能
へ
の
換
算
表
（
不
燃
物
）

 

保
管
容
器
（

ド
ラ
ム
缶
）
缶
表
面
線
量
率

μ
当
た
り
の

数
 

- 19 -

JAEA-Technology 2015-015



 

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
D
取
扱
比
率
配
分
(B
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
Ｄ
の
C
s放

射
能
比
率

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
D
取
扱
比
率
配
分
(B
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
Ｄ
の
C
s放

射
能
比
率

表
燃
料
棒
Ｂ

＋
集
合
体

（
封
入
）
の

に
対
す
る
重
み
づ
け
核
種
組
成
比

 

- 20 -

JAEA-Technology 2015-015



 

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
D
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
U
O
取
扱
比
率
配
分
(B
)

集
合
体
G
d
取
扱
比
率
配
分
(C
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
+
C
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
U
O
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
G
d
の
C
s放

射
能
比
率

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
D
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
U
O
取
扱
比
率
配
分
(B
)

集
合
体
G
d
取
扱
比
率
配
分
(C
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
+
C
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
U
O
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
G
d
の
C
s放

射
能
比
率

表
燃
料
棒
Ｂ

＋
集
合
体

（
封
入
）
の

に
対
す
る
重
み
づ
け
核
種
組
成
比

 

- 21 -

JAEA-Technology 2015-015



 

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
D
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
U
O
取
扱
比
率
配
分
(B
)

集
合
体
G
d
取
扱
比
率
配
分
(C
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
+
C
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
U
O
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
G
d
の
C
s放

射
能
比
率

項
目

単
位

取
扱
数
/

取
扱
比

燃
料
棒
Ｂ
（
U
O
）

集
合
体
D
（
U
O
）

集
合
体
Ｄ
（
G
d
）

燃
料
棒
B
取
扱
比
率
配
分
(A
)

集
合
体
U
O
取
扱
比
率
配
分
(B
)

集
合
体
G
d
取
扱
比
率
配
分
(C
)

重
み
付
け
放
射
能
(A
+
B
+
C
)

重
み
付
け
C
s放

射
能
比
率

（
参
考
）

燃
料
棒
Ｂ
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
U
O
の
C
s放

射
能
比
率

集
合
体
G
d
の
C
s放

射
能
比
率

表
燃
料
棒
Ｂ

＋
集
合
体

（
封
入
）
の

に
対
す
る
重
み
づ
け
核
種
組
成
比

 

- 22 -

JAEA-Technology 2015-015



 

容
器

-
6
0

容
器

-
5
5

容
器

-
5
7

容
器

-
5
4

容
器

-
5
6

容
器

-
5
8

容
器

-
5
3

容
器

-
5
9

容
器

-
5
2

容
器

-
5
1

容
器

-
5
0

容
器

-
4
8

容
器

-
4
9

容
器

-
4
4

容
器

-
4
5

容
器

-
4
0

容
器

-
4
3

容
器

-
4
2

容
器

-
4
7

容
器

-
4
6

容
器

-
4
1

容
器

-
3
1

容
器

-
3
4

容
器

-
3
8

容
器

-
3
9

容
器

-
2
8

容
器

-
3
6

容
器

-
2
9

容
器

-
3
0

容
器

-
2
7

容
器

-
3
7

容
器

-
3
2

容
器

-
3
3

容
器

-
3
5

燃
料

種
類

封
入

時
期

容
器

番
号

核
種

と
そ

の
放

射
能

量
（
B

q
) 

 

燃
料

棒
B

集
合

体
D

燃
料

棒
B

集
合

体
D

燃
料

棒
B

集
合

体
D

表
保
管
容
器

内
の

核
種

の
放
射
能

量
の
評

価
結
果

（
）

 

- 23 -

JAEA-Technology 2015-015



 

容
器

-
6
0

容
器

-
5
5

容
器

-
5
7

容
器

-
5
4

容
器

-
5
6

容
器

-
5
8

容
器

-
5
3

容
器

-
5
9

容
器

-
5
2

容
器

-
5
1

容
器

-
5
0

容
器

-
4
8

容
器

-
4
9

容
器

-
4
4

容
器

-
4
5

容
器

-
4
0

容
器

-
4
3

容
器

-
4
2

容
器

-
4
7

容
器

-
4
6

容
器

-
4
1

容
器

-
3
1

容
器

-
3
4

容
器

-
3
8

容
器

-
3
9

容
器

-
2
8

容
器

-
3
6

容
器

-
2
9

容
器

-
3
0

容
器

-
2
7

容
器

-
3
7

容
器

-
3
2

容
器

-
3
3

容
器

-
3
5

燃
料

棒
B

集
合

体
D

燃
料

棒
B

集
合

体
D

核
種

と
そ

の
放

射
能

量
（
B

q
) 

 

燃
料

種
類

封
入

時
期

容
器

番
号

燃
料

棒
B

集
合

体
D

表
保
管
容
器

内
の

核
種

の
放
射
能

量
の
評

価
結
果

（
）

 

- 24 -

JAEA-Technology 2015-015



 

表 保管容器内の 放射能量
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図 1 保管容器内の放射能量の評価手順 

 

 

 

 

 

図 2 保管容器収納物の放射能評価方法 
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図 3 線量率から放射能への換算図 

 

 

 

図 4 保管容器内の放射能量の評価手順 
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実廃棄物の分析

今回行った実廃棄物の分析では、適用すべき放射能評価方法の方向性を検討するため、計算結

果との相関性を確認しやすく、確実に分析値が得られる廃棄物として、以下の基準にて の廃

棄物保管庫に保管されている保管容器の中から選定を行った。

①分析の前処理が容易な可燃性廃棄物であること

②内容物の汚染源としての受け入れ燃料が可能な限り特定できるもの

③分析時の核種検出の容易さを考慮し表面線量率で μ 前後あるいはこれ以上のもの

その結果、分析対象として燃料棒 が汚染源である可燃性廃棄物を封入している以下の 本を

選定した。

容器 表面線量率 μ

容器 表面線量率 μ

容器 表面線量率 μ

以下に分析対象核種の選定方法、定量分析の方法とその結果について記す。

分析対象核種の選定

国内には機構のホットラボ、燃料試験施設、再処理特研及び民間では 、 それぞれの照射

後試験施設があり、様々な燃料、材料が試験対象とされている。廃棄物に含まれる核種組成はこ

れらの試験対象物に依存したものとなっている。一方、廃棄体確認を合理的に行うためには、こ

れらの照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能濃度評価手法として共通の手法を確立するこ

とが求められている。分析対象とする核種については、共通的な放射能濃度評価手法確立の観点

から、選定施設における核種組成を考慮するだけではなく、国内の照射後試験施設全体を俯瞰し

て、選定を行うことが重要である。ここでは、現時点で推定されている核種インベントリーを基

に、以下の情報を整理し、さらに核種の分析可能性等を考慮して分析対象核種の選定を行った。

・研究施設等廃棄物全体の安全評価における重要核種

・機構の照射後試験施設の重要核種

・対象施設の重要核種

分析対象核種の一次選定

に示された埋設施設の概念設計における管理期間終了後の安全評

価結果及び に示された機構の照射後試験施設等での重要核種を原

子力安全委員会報告書 に示される方法で評価した結果から、以下の 核種を分析対象核種の

一次選定結果とした。選定手順については付録－ に示す。

対象施設の重要核種

で選定した 核種から対象施設の核種組成を考慮した絞り込みを行う。

対象施設の代表的核種組成比を表 に、トレンチ及びピットの基準線量相当濃度を表 に示
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す。これらから計算された最大線量核種、最大線量の 桁以内、 桁以内、 桁以内の核種を表

に示す。

分析対象核種

表 に挙げた核種の内、分析可能な ､ ､ ､ ､ ､ ､

､ ､ に、 で選定されかつ分析可能な ､ ､ 、前処理の過程に

おいて比較的容易に分析が可能である 及びウラン同位体（ ､ ､ ）を加えた以

下の核種を分析対象とした。
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表 核種組成比 表 基準線量相当濃度

表 対象施設の重要核種

トレンチ ピット

最大線量核種

１桁以内 ―

２桁以内

３桁以内 ―

核種 組成比 核種 ピット トレンチ
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定量分析の実施

雑固体廃棄物試料の放射能濃度の取扱い

汚染密度が不均一である雑固体廃棄物から、分析対象試料として一部を採取している都合

上、試料の採取位置によって汚染密度が異なる。そのため、放射能濃度として求めた結果は、

試料を採取した保管容器などの放射能濃度を代表する値とはならず、保管容器に充填された

廃棄物の重量を乗じても保管容器の放射能濃度を正確に評価することはできない。

また、本検討で実施する核種分析の目的は、ホットラボ廃棄物の放射能濃度評価法の検討

に資するためのデータを取得することであり、ここでは 計算結果と放射化学分析結

果の比較を実施する。しかし、放射能濃度（ ）という単位では、燃料要素から廃棄物へ

の物量移行を正確に評価する事は極めて困難である。

従って、保管容器に内包される分析対象核種の放射能濃度を評価するためには、非破壊測

定法等により保管容器中の 等の基準となる核種の濃度を求め、これに放射化学分析

により得られた核種組成比を乗じて評価する方法が妥当である。

そこで、放射化学分析結果を比較的エネルギーの高いγ線を放出し、保管容器の非破壊測

定によりある程度の精度で、含有核種濃度を評価することが可能であるとともに、 核種、

核種の代表核種となる 及び を基準とした核種濃度比で放射化学分析結果を

規格化した。

放射化学分析結果の規格化の考え方

試料の汚染源が同一であれば、汚染部位毎の核種組成比は比較的均一であると考えられる。

この考え方は、放射性廃棄物の放射能濃度評価方法の つとして適用されているスケーリン

グ・ファクター法の基になっている。

そこで、基準となる代表核種と評価対象核種との比を用いて両者の比較を実施する。雑固

体廃棄物で評価すべき核種の大部分は核分裂生成物である 核種と燃料集合体の構成材料

や原子力発電プラントの構成材料の放射化で生成される 核種に大別され、 核種の代表

核種は 、 核種の代表核種は と考えられる。そこで、これら両代表核種を用

いて、それぞれの分析対象核種の放射能濃度を規格化する。

図 に、雑固体廃棄物の核種分析結果の規格化法概念図を示す。同図において、 は

と同じ考え方で補正、 は と同様の補正方法となっているため、記載を省略した。

分析対象試料は、分析対象核種の分離精製法に合わせて試料を分割する。前述のとおり分

割した試料は、分割試料毎に汚染密度が異なる。

そのため、各分割試料に対して、分析対象核種を分析すると同時に代表核種である

と についても分析する。

ここで得られる 及び は、各分割試料の単位重量当たりの放射能濃度（ ）

として得られるが、汚染密度が異なる分割試料では、 等の分析結果が異なる。

核種分析結果の規格化は、分割試料のうち、最も試料量を多く割り当てた分割試料の放射

能濃度（ ）を基準に、他の分割試料濃度を補正する。補正係数は、各分割試料間の 、

の放射能濃度比として求める。
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(3) 分析方法 

1) 核種分析手法 

核種分析手法は、軽水炉及び再処理放射性廃棄物の含有核種分析に多くの実績がある分析

手法を採用した。分析対象核種ならびに分析対象核種の前処理方法及び測定法を、表 18 に

示す。ここでは、代表的な試料の分析実績を用いて、核種分析の方法を記載する。 

① H-3 分析 

H-3 分析は、三菱製 C-14 分析用燃焼装置を用いて試料を燃焼させ、酸化触媒を通過させ

た後、アセトンをドライアイスで冷却したコールド・トラップに回収することで、試料マ

トリクスから H-3 を精製した。 

同装置では、 C-14 も CO2 まで酸化されてオフガスとして回収可能であることから、コ

ールド・トラップを通過させた燃焼ガスはモノエタノールアミンを主成分とした CO2 吸収

剤に回収した。 

分析操作の代表例として、図 6に容器-66 試料の H-3 分析時の方法を示す。回収した H-3

及び C-14 は、NaI シンチレーション検出器により測定し、それぞれのフラクションにγ線

放出核種が混在していないことを確認した上で、それぞれ液体シンチレーション・カクテ

ルと混合し、液体シンチレーションカウンタでβ線を測定した。 

なお、容器-61 及び、容器-73 試料については、H-3、C-14 の回収液から Cs-137 が検出さ

れた。そのため、H-3 については、回収液の蒸留処理を実施した。 

また、C-14 については、 H-3 を回収したコールド・トラップへの Cs-137 のキャリーオー

バーが確認されたことから、コールド・トラップ後段にガス洗浄瓶（希硝酸）を設置し、

同液を通過した炭酸ガスを CO2吸収剤に回収し、回収液にγ線放出核種が混在していないこ

とを確認した。 

② Ni-63 及びα線放出核種分析 

Ni-63 及びα線放出核種の分析は、試料を硫酸により溶解した後、過酸化水素を酸化剤と

して添加することで湿式灰化し、析出物を二硫酸カリウムで溶融することにより試料を溶

液化した。溶液化した試料は、Ni-63 分析、α核種分析用に分割し、それぞれ溶媒抽出、抽

出クロマトグラフィーにより精製した。精製した Ni-63 は液体シンチレーションカウンタ、

α線放出核種はα線スペクトロメータにより、それぞれが放出する放射線を測定した。 

なお、ウラン同位体に関しては抽出クロマトグラフィーにより回収されたウランフラクシ

ョンのα線スペクトロメトリにより U-234 を分析し、抽出クロマト分離を実施する前の溶

解液中の ICP-MS 分析により U-235 及び U-238 を分析した。 

前処理操作の代表例として、図 7に容器-73 試料の湿式灰化時の方法を示す。 

③ Tc-99、Sr-90、Eu-154 の分析 

酸性酸化性溶液中で揮発性を示すテクネチウムは、三菱重工株式会社製揮散回収装置を用

いて、試料の湿式灰化とともに揮発するテクネチウムを回収した。回収したテクネチウム

について沈殿分離精製を実施したのち、γ線放出核種が除去されていることを確認した上

で、β線スペクトロメータにより Tc-99 のβ線を測定した。 

また、Tc-99 を揮発させた残液から、Sr-90 及び Eu-154 を沈殿分離法により回収した。
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は共存するγ線放出核種が除去されていることを確認した上で、 週間静置して

が放射平衡に到達した後、 を回収してβ線スペクトロメータにより、 のβ線を測

定した。

また、 は沈殿分離法により精製した後、ゲルマニウム半導体検出器により

が放出するγ線を測定した。

前処理操作の代表例として、図 に、容器 試料の 分析時の方法を示す。

含水率

含水率の測定は、恒温乾燥機を用いた乾燥減量法で実施した。乾燥前の試料は室温で重量

を測定した後、 ℃に設定した乾燥機にて 時間乾燥させた。乾燥後の試料は、デシケー

タ中で室温まで放冷し、室温にて重量を測定した。

これにより、各分析試料の乾燥前後の重量差から水分量を求め、乾燥前の試料重量から含

水率を算出した。

前処理手法及び分析試料の分割方法

核種毎の前処理・分割手法については、表 に示す手法又はそれに相当する手法を用いる。

サンプルを分割して分析する場合は、将来放射能評価で非破壊測定可能な核種（ 及び

等）との相関がわかるように分析する。

分析試料の配分フローを、図 に示す。

分析試料は、 の分析用試料、 、 及び 核種（ 、 、 、

、 、 ）の分析用試料ならびに 、 の分析用試料に分割し、前

処理を実施する。

なお、分析対象核種毎に分割した試料は、分析対象核種と同時に試料中放射能の支配的核

種の放射能濃度（ 、 等）を、ゲルマニウム半導体検出器を用いて分析し、試料

間の放射能濃度差を規格化する。

核種分析における留意点

分析対象核種の測定にあたっては、各測定方法（α、β及びγ線測定）の検出原理上、妨

害となる因子を前処理操作により確実に除去し、測定試料中にこれらの妨害因子が存在しな

いことを十分確認した上で、定量を実施する。

また、スペクトル測定が可能な核種は、スペクトル測定法を採用し、測定放射能が分析対

象核種に起因するものであることを客観的に示すデータを取得する。

なお、α線エネルギースペクトルが近接して相互分離が困難な場合に限り、 核種の合算値

として評価する。

試料準備

今回選定した 本の保管容器を開缶し分析対象試料を採取した。試料採取結果を以下に示す。

保管容器の表面線量率

保管容器を開缶する前に、電離箱を用いて保管容器表面の線量率を測定した。保管容器表

面の線量率の測定結果を表 ～表 に示す。

表面線量率は、測定場所によってばらつきがみられ、放射能量が均一にはなっていないこ

とが推測される。これは、種々の汚染廃棄物が保管容器内に混在しているためと考えられる。
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なお、線量率の測定エリアのバックグランドは、 μ 程度であり、保管容器の表面

線量率へのバックグランドの影響は殆ど無視できる。

表 ～表 の表面線量率は、保管容器選定時の表面線量率よりも低めになっているが、γ

線放出核種の減衰による影響が考えられる。

核種分析には線量率の高い試料が望ましいことから、保管容器を開缶して、線量率の高い

試料を選定した。

保管容器内の試料の線量率

保管容器内には、廃棄物の入ったポリ袋が数 個圧縮減容された状態で入っていた。これ

らの袋を保管容器から取り出して、各袋の重量及び表面線量率を測定した。

各袋は識別のため、試料を採取した保管容器の 番号と開封した袋番号から識別番号を付

番した。

重量及び線量率の測定結果を表 ～表 に示す。各袋の重量は、いずれも ～ の範囲

であり、重量が大きく異なるものは見当たらなかった。

各袋の線量率を比較するために、単位重量当たりの線量率を算出してプロットしたグラフ

を図 ～図 に示す。図 ～図 から、袋によって線量率が大きく異なるが、線量率の

高い試料は一部の袋に限定されることが確認できた。

核種分析対象試料

核種分析には、線量率の高い試料が望ましいことから、図 ～図 のそれぞれの保管容器

の中から、線量率の高い図 ～図 の丸で示した袋を核種分析対象として選定した。

なお、容器 の線量率の最も高いポリ袋 容器 は線量率の高い部分がわずかしかな

く、分析用試料として適さないと考えられるため、線量率が次に高いポリ袋 容器 を

分析対象に選定した。

分析対象として選定したポリ袋の内容物は、以下のものであった。

・容器 ：ゴム手袋

・容器 ：養生シート

・容器 ：粘着テープ

これらの試料から、さらに分析用に試料を分取して、核種分析を実施した。

表 ～表 に、各分析対象試料の基本情報を示す。

① 試料 容器 ：ゴム手袋

試料 容器 は、ゴム手袋 枚 双分 で構成される汚染試料（重量： ）

であった。

この試料は、電離箱式サーベイメータの密着測定により最高 μ の表面線量当量率

が得られる試料であった。試料中の汚染部分は不均一で、 枚それぞれの汚染密度が異な

り、 枚のゴム手袋においても指先部分と手のひら部分では、汚染密度が異なる。

各核種の分析に係わる試料の分割方法の詳細などは後述するが、より多くの分析対象核種

で有効な検出データを得るとともに放射能濃度を適切に評価するために、本試料を分割し

て核種分析を実施した。
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② 試料 容器 ：養生シート

試料 容器 は、汚染作業現場の足下等の養生に使用される養生シートであり、その

うち、サーベイメータ（ シンチレーター）による測定や目視により汚れが激しい部分で

汚染密度が高いと判断された部位を切り取ったものである。

この養生シートは、セルロース系と推察される吸湿面と疎水性樹脂でコーティングされた

裏面から形成されるもので、分析施設に受け入れた同試料の重量は であり、この

試料を裁断して各核種の分析に使用した。

同試料での非破壊測定で、最も高い値が得られた部位では、電離箱式サーベイメータによ

る密着測定で μ の表面線量当量率が観測された。

③ 試料 容器 ：粘着テープ

試料 容器 は、養生シートの固定などに用いられている粘着テープと推察される。

粘着テープの粘着面には多くの粉状物が付着しており、分析施設に搬入した試料の重量は

であった。

この試料も汚染部位は不均一であり、電離箱式サーベイメータによる密着測定で μ

の表面線量当量率が観測された。

前処理及び分析対象試料の分割

分析施設に搬入した上記 試料は、分析対象核種の精製方法に合わせて分析必要量を採取

し、各核種の分析試料とした。分析対象とした 試料から、分析対象核種を分析するため

の分割試料の採取実績を以下に示す。

① 試料 容器 ：ゴム手袋

ゴム手袋 枚から構成されている 容器 （ ）は、以下に示すとおり試料

を裁断し、核種分析用に試料を分割した。

分割試料①（ 分析用）： 指先汚染部

分割試料②（ 、α分析用）： ゴム手袋 枚 （規格化基準）

分割試料③（ 、 分析用）： 指先汚染部分

分割試料④（含水率分析用）： 指先汚染部分

分割試料⑤（ 確認分析用）： 指先汚染部分

なお、容器 試料については、当初の分析で の回収率が低かったため、 に

ついては分割試料⑤を用いて再分析を実施した。

② 試料 容器 ：養生シート

養生シートから切り出した 容器 （ ）は、以下に示すとおり試料を裁断し、

核種分析用に試料を分割した。

分割試料①（ 分析用）：

分割試料②（ 、α分析用）：

分割試料③（ 分析用）： （規格化基準）

分割試料④（含水率分析用）：

なお、容器 の と の分析は、 分析用試料から分割して実施した。
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③ 試料 容器 ：粘着テープ

粘着テープである 容器 （ ）は、以下に示すとおり試料を裁断し、核種分析

用に試料を分割した。

分割試料①（ 分析用）：

分割試料②（ ，α分析用）：

分割試料③（ 分析用）： （規格化基準）

分割試料④（含水率分析用）：

なお、容器 の と の分析は、容器 の場合と同様に、 分析用試料

から分割して実施した。

核種毎分析結果

核種分析は、軽水炉廃棄物及び再処理廃棄物の含有核種分析に実績がある手法を用いて、選

定した 本の保管容器から核種分析用に採取した試料について、試料分割等を行った後、 、

、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

及び の 核種について核種分析を実施した。分析試料毎の放射化学分析結果を以下

に示す。また、 の放射能濃度評価の参考とするため、乾燥減量法により分析試料の含水率

も測定した。

本検討で核種分析を実施した 試料からは、分析対象とした全ての核種が検出された。また、

と同時に前処理が可能な 、αスペクトルで検出することが可能であるウラン同位体に

ついても検出データが得られたことから、同核種も分析結果の一覧表に合わせて記載した。

各試料の放射化学分析結果を、表 ～表 に示す。また、含水率測定結果を、表 に示す。

分析結果の誤差評価

雑固体廃棄物は、汚染密度が不均一なものである。そのため、雑固体廃棄物試料中の放射

能濃度（ ）誤差を正しく評価することは困難である。この様な雑固体廃棄物の放射能濃

度評価では、絶対濃度ではなく核種組成比と非破壊測定を組み合わせることが現実的である

と考えられることから、核種分析においても絶対濃度よりも、核種濃度比をより精度良く分

析する方法を採用している。ここでは、放射化学分析により求められた核種濃度比の誤差を

評価する。

① 放射化学分析の誤差要因

雑固体廃棄物の標準的な放射化学分析の流れを、図 に示す。放射化学分析では、主と

して試料中に含まれる分析対象核種が放出する放射線を測定することにより試料中の分析

対象核種濃度を求めた。

この際、分析対象核種が放出する放射線を測定する測定器の特性に合わせて、必要に応じ

て測定上の妨害因子の除去や濃縮操作を実施する。これらの操作を放射化学分析の前処理

と称している。分析対象核種が放出する放射線が適切に測定できる状態に前処理された試

料は、校正された放射線測定器などにより分析対象核種の放射能濃度を測定した。

これらの放射化学分析過程においては、それぞれに誤差を発生させる要因が含まれている。

放射化学分析結果の誤差は、これら放射化学分析の過程において発生する誤差を合成して

評価する必要がある。以下に放射化学分析の各過程において発生する誤差要因とその評価
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方法を整理する。

前処理工程における誤差

妨害因子の除去や濃縮操作の実施において、化学的な分離・精製操作を実施した場合は、

その過程において分析対象核種をロスする可能性がある。これら分析対象核種のロス分を

補正するために、既知量の分析対象核種の安定同位体をキャリア（担体）として添加した

後、妨害因子（核種）の除去操作を実施する。

最終的に分析対象核種が放出する放射線を測定する際に回収されたキャリアの量から、

妨害因子除去又は分析対象核種の濃縮操作時の化学回収率を求めている。

そのため、前処理工程においては、分析試料に添加するキャリアの添加量と前処理後に

回収されたキャリア量の測定を実施する際に誤差が発生する。

また、前処理の過程において試料の希釈や分割を実施した場合には、これらの計量誤差

も前処理の誤差として加算する必要がある。

放射線測定における誤差

分析対象核種が放出する放射線を測定する際に使用する放射線測定器は、適切な方法に

より校正する必要がある。特に核種固有の最大エネルギーまでの連続的なスペクトルを形

成するβ線放出核種が放出するβ線を測定してβ線放出核種の放射能を定量分析する場

合は、あらかじめ、分析対象核種が放出するβ線と同等のエネルギーを放出する校正線源

により放射線測定器を校正しておく必要がある。

放射線測定の測定精度は計数値の平方根に相当する計測誤差をもつことから、分析対象

核種を測定する際の分析対象核種の放射能が高くなると計測上の相対誤差は小さくなる。

この様な場合、測定器の校正誤差が試料の放射線計測の誤差に比べて大きくなることから、

放射線測定における誤差には、放射線測定器の校正誤差を含めた評価を実施する必要があ

る。

なお、一般に放射線測定器の校正に使用される校正線源には数％の不確かさがあるため、

十分な計測時間により高い精度での測定を実施した場合においても、放射線測定より求め

られる放射能濃度の誤差は、校正線源の誤差を下回ることはない。

また、試料中の分析対象核種濃度が低くなるにつれて、試料の放射線計測誤差が支配的

な誤差要因となる。

② 見かけ上の放射能濃度分析誤差

表 ～表 に放射化学分析の各過程における誤差（相対値）を核種及び試料毎に整理し

た結果を示す。

放射化学分析では、分析試料の採取から、溶解、分割、分離精製、放射線計測など一連の

工程を経て放射能濃度を求めており、ここでは、各工程で発生しうる計量誤差を相対誤差

として整理し、核種分析結果の不確かさは、一連の工程で発生しうる全ての誤差を二乗和

の平方根により合成して、核種毎の分析誤差を算出した。

同表に記載した個々の分析誤差は σとして求められた誤差を記載していることから、

％の信頼区間を意味している。

なお、分離精製を必要とせず、評価上化学回収率を ％としている核種については、こ
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れまでの検証試験の実績などを考慮して分析精度を ％とした。

効率トレーサ法により理論上β線の計数効率を ％として測定を実施している に

ついても、検証試験の実績を踏まえて分析精度を ％とした。

また、プルトニウムの分析においては、分析の都度、標準物質を用いた回収率補正するこ

とができないことから、これまでの分析実績から求めた平均回収率による補正を実施し、

これまでの回収率の変動を元に誤差を評価した。

なお、不確かさの評価方法には、タイプ 評価とタイプ 評価の つがあり、タイプ

評価は様々な不確かさの成分を、観測値の統計解析つまり標準偏差によって評価すること

である。タイプ 評価 はタイプ 以外の方法による評価である。不確かさの評価で タ

イプに分類される誤差を適用した項目は、表中数値を斜体で表記した。

雑固体廃棄物の分析結果として報告している放射能濃度（ ）は、同一試料から分割し

たそれぞれの核種分析用試料間の汚染密度差を 、又は 濃度の比を用いて規格

化した値を用いていることから、ここで評価した分析誤差は、核種分析結果の見かけ上の

ものであり、規格化後の誤差として取り扱うことはできない。

③ 放射化学分析により求められた核種濃度比とその誤差

試料の汚染密度が不均一である雑固体廃棄物の核種分析では、分析対象核種（難測定核種）

と、その指標となる や は同一の部位から採取した分析試料について分析して

いる。

分析試料は一度溶解処理して均一化（溶解等の前処理時に揮発する核種については、前処

理後の残留物）後にそれぞれの核種を分析している。

したがって、 及び と分析対象核種の比の誤差を評価するために 、前項で整

理した見かけ上の放射能濃度分析誤差を用いて評価することは適切であると考えられる。

なお、容器 試料の 及び の放射能濃度は、 の放射能濃度を用い

て規格化しているため、規格化後の の放射能濃度から算出する 比、

とは値が異なっている。

同試料の分析結果は、他の試料に比べて分析部位により と の規格化計数の

差が大きく、試料の汚染源として燃料要素とそれ以外の比率が異なっているものと考えら

れる。

ここでは、分析対象核種のうち規格化前の放射能濃度を用いて、核分裂生成核種について

、それ以外の核種について との放射能濃度比を評価し、その核種濃度比の誤

差を算出した。

表 に各試料の核種濃度比とその誤差（相対値）をまとめて示す。表には、放射能濃度

を規格化する前の放射化学分析結果から、各核種の 及び 対する放射能濃度比

を整理し、両核種の分析誤差を合成した結果を相対値として記載した。

ここで整理した誤差は σをベースに算出しているため、 ％の信頼区間を意味してい

る。一般には分析の不確かさを評価する場合には σ（ ％）を取ることが多く、放射能

評価（検出限界値の判定）では σ（ ％）を用いている。誤差の信頼区間は、データの

使用用途に合わせて設定するが、σの倍数として与える計数（ ～ ）を包含係数として、
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σで整理した分析誤差に掛け合わせて用いられる。

放射化学分析結果のまとめ

ホットラボ施設で発生した放射性廃棄物から 種類の分析試料を採取し、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、 、 及び の

核種（ と は合計値のため実質 核種）の分析を実施した。また、前処理の過程

において比較的容易に分析が可能である 及びウラン同位体（ ， ， ）の

核種も合わせて分析を実施した。

放射化学分析を実施した結果、分析対象とした 核種全てに対して、有効な検出データ

を得た。

放射化学分析により得られた分析結果から、廃棄物中の放射能濃度を評価するために有効

であると考えられる、 または に対する各核種濃度比を整理するとともに、核種濃

度比の誤差を評価した。

放射化学分析により求められた核種濃度比の誤差は核種により異なるものの、概ね ～

％程度の精度であると考えられる。

容器毎の核種組成比評価及び核種毎放射能量評価

保管容器を開缶する前の保管容器表面の線量率、保管容器から取り出した小袋の線量率及び

核種分析結果に基づいて、それぞれ保管容器の放射能量を推定した。

最初に、保管容器表面の線量率と保管容器内の袋毎の線量率から、 換算放射能量を算

出し、放射能量を比較した。袋毎の線量率から推定した 放射能量を、表 ～表 に

示す。

保管容器の線量率からの 放射能量は、別途保管容器の体系に従って求めた換算

係数を用いて算出した。袋毎の 放射能量は、袋を模擬した体系（直径 及び ×

高さ ）で、上面に検出器（電離箱）を置いた状態での 放射能量を概略評価した。

模擬体系の上面から検出器までの距離は、検出器の有効長として を仮定した。この

体系での換算係数は、 ～ μSv/h であった。

この換算係数を用いて、袋毎の線量率から 放射能量を算出した。保管容器表面

線量率の測定結果に基づいて求めた 換算放射能量を、小袋の線量率から求めた

換算放射能量と合わせて、表 に示す。

表 から分かるように、袋毎の線量率から算出した 放射能量は、保管容器の表面線量

率の平均値から算出した放射能量の 倍近い値となった。

次に、核種分析の結果から、次式を用いて保管容器の放射能量を推定した。

A = ∑(𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 𝐴𝐴𝐴𝐴 × 𝑟𝑟)

ここで、 ： 保管容器内の放射能量

： 保管容器内各小袋の線量率 μSv/h

： 核種分析対象の小袋の線量率 μSv/h

： 核種分析対象の小袋の放射能量

ｒ： 線量率に占める の寄与割合
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核種分析対象の小袋の放射能量 は、 放射能量の分析結果を用いて、次式で推定した。

× f ×

ここで、 ：核種分析対象の小袋の重量

：小袋内の分析対象試料の放射能の不均一さ

： の分析値

上式で、 の値には、各保管容器で分析した表 ～表 の 放射能量の分析結果を

使用した。試料の放射能の不均一さ については、定量的に評価することが困難なことから、

ここでは （放射能は均一）と仮定した。

また、各保管容器から採取した試料の核種分析の結果 表 ～表 参照）から、容器

の保管容器については、 の濃度が 濃度より高いため、線量率には、γ 線放出

核種である の寄与が無視できないと考えられることから、次式を用いて、線量率に占

める の寄与割合 を推定した。

r = 𝑘𝑘(𝐶𝐶𝐶𝐶 − 137) × 𝐶𝐶(𝐶𝐶𝐶𝐶 − 137)
𝑘𝑘(𝐶𝐶𝐶𝐶 − 137) × 𝐶𝐶(𝐶𝐶𝐶𝐶 − 137) + 𝑘𝑘(𝐶𝐶0 − 60) × 𝐶𝐶(𝐶𝐶0 − 60)

ここで、 ：各核種の 線量当量定数 μ ・ ・ ・

：各核種の分析値

なお、他の保管容器 容器 、容器 については、 の濃度が 濃度より低

いが、同様の評価をした（表 参照）。

核種分析結果を用いて推定した保管容器の放射能量 を、 の影響を考慮した小

袋の線量率を用いて推定した放射能量 と合わせて、表 ～表 に示す。

なお、小袋の線量率がバックグランド・レベル μSv/h の小袋については、高め

にバックグランドの値を使用した。

保管容器表面の線量率の最大値に基づく 換算放射能量及び の影響を考慮

した小袋の線量率から推定した 放射能量と核種分析の結果を用いて推定した放射

能量との比較を、表 に示す。

表 から、核種分析結果に基づく推定放射能量 は、 の影響を考慮した小袋の

線量率に基づく放射能量 に比べてすべての保管容器で高くなっており、特に、容器

において高くなっている。

一方、保管容器表面の線量率の最大値に基づく推定放射能量 に対しては、容器

において核種分析結果に基づく推定放射能量 の方が二桁低くなっているが、容器

及び容器 では逆に核種分析結果に基づく推定放射能量 の方が高くなっている。

因みに、保管容器表面の線量率に関し、容器 及び容器 ではスポット箇所と平均

の比が 程度であるのに対し、容器 ではこの比が であり、分析試料を採取した

小袋の線量率が突出して高くなっている（表 ～表 参照）。

また、容器 及び容器 では、突出して高い小袋は 袋であるが、容器 では、線

量率が突出して高い小袋が 袋入っている（図 ～図 参照）。

- 44 -

JAEA-Technology 2015-015



 

表 分析対象核種の前処理方法と対象核種の測定法

核 種 前処理法 測 定 法

燃焼法 によるβ線測定

溶解・均質化 によるγ線測定

溶媒抽出法 によるβ線測定

沈殿分離法 ピコβ、又は によるβ線測定

揮散回収法 ピコβ、又は によるβ線測定

沈殿分離法 によるγ線測定

沈殿分離法 によるγ線測定

抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離
によるα線測定

抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離
によるα線測定

（スペクトル分離が困難なため、 核種の

合算値として評価する）
抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離

抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離
によるβ線測定

抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離

によるα線測定

または によるγ線測定

抽出クロマトグラフ

ィー用樹脂分離
によるα線測定

略称

：ジメチルグリオ

キシム

：液体シンチレーションカウンタ

： πガスフローカウンタ

： 半導体検出器

： 半導体検出器

ピコβ：β線スペクトロメータ

：表面障壁型 半導体検出器
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表 19 保管容器（容器-61）の表面線量率 

測定場所 
表 面 
(μSv/h) 

at１ｍ 
(μSv/h) 

備  考 

上 面 45 -  

A-上 37 

4.5 

 

A-中 63  

A-下 58  

B-上 56 

4.6 

 

B-中 56  

B-下 35  

C-上 42 

4.2 

 

C-中 46  

C-下 28  

D-上 38 

4.2 

 

D-中 51  

D-下 36  

下 面 28 -  

平均 A 45.5 - 上面と下面は、参考値のため除く。 

スポット箇所 B 100 
- A から右に 100 度。 

上と中央の真ん中 

B/A 2.2 -  

 

 

 

 

- 46 -

JAEA-Technology 2015-015



 

表 20 保管容器（容器-66）の表面線量率 

測定場所 
表 面 

（μSv/h） 
at１ｍ 

（μSv/h） 
備  考 

上 面 32 -  

A-上 28 

4.5 

 

A-中 31  

A-下 19  

B-上 56 

4.6 

 

B-中 70  

B-下 23  

C-上 37 

4.2 

 

C-中 48  

C-下 20  

D-上 20 

4.2 

 

D-中 25  

D-下 36  

下 面 20 -  

平均 A 34.4 - 上面と下面は、参考値のため除く。 

スポット箇所 B 80 
- A から右に 100 度。 

上と中央の真ん中 

B/A 2.3 -  
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表 21 保管容器（容器-73）の表面線量率 

測定場所 
表 面 

（μSv/h） 
at１ｍ 

（μSv/h） 
備  考 

上 面 22 -  

A-上 52 

5.2 

 

A-中 180  

A-下 30  

B-上 45 

4.1 

 

B-中 62  

B-下 22  

C-上 20 

2.8 

 

C-中 23  

C-下 15  

D-上 18 

2.8 

 

D-中 20  

D-下 15  

下 面 18 -  

平均 A 41.8 - 上面と下面は、参考値のため除く。 

スポット箇所 B 230 - 
A から右に 10度。 
中央 

B/A 5.5 -  
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表 保管容器（容器 ）のビニール袋の線量率

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h
単位重量当たり
の線量率

容器

容器
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表 保管容器（容器 ）のビニール袋の線量率

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h
単位重量当たり
の線量率

容器

容器
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表 保管容器（容器 ）のビニール袋の線量率

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h
単位重量当たり
の線量率

容器

容器
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表 試料（容器 ）の基本情報

表 試料（容器 ）の基本情報

1.選定試料データの記入 外観記録
寸法、形状測定

　小数点１位、単位cm。

― 空容器重量 ＝ 選定試料重量（W 重量測定
(  106.1673  )ｇ 　有効数４桁

2.選定試料の重量測定
使用測定器 機器No 表面線量当量測定
1 GM管(cpm) :TGS-133型 　記録紙上に図示。2点以上実施

3.表面線量当量測定 2 電離箱(μSv/h) 　NET COUNTで表示。
試料外観の観察記録 3 NaI(μSv/h)

外観写真
表面線量率 画面いっつぱいに試料を入れる。

基準寸法を入れる。
4.汚染箇所採取方法の選定 *試料全体を写真撮影すること

*焼却灰はﾌﾟﾗﾝﾁェﾂﾄに乗せて
　撮影すること

材質推定
選定試料からの採取操作 記入要領に従う。
実施しない 実施する

採取方法の選定
　優先順位

コメント 全量使用
重量比
表面積比
化学除染

採取方法○で囲む

全量使用
重量比 表面積算出
表面積比
化学除染

コメント
外観、汚染部位等について特徴
的なことを記入。

1   > 100 ｋcpm       (at  0 cm)

記録項目 記録内容 備考

シーケンシャルﾅﾝﾊﾞｰ：容器-61-10 発電所名称：NDC ホットラボ     
内容物記載事項：紙類、ポリ/酢ビ類、ゴム手   

試料発生年月日：2014年10月01日   分析対象核種：

空容器重量+採取重量

2     120 μSv/h      (at  0 cm)
3   > 30 μSv/h       (at  0 cm)

選定試料 汚染状況
添付資料-写真-（　　　-　　　）
材質の推定（ｺﾞﾑ手袋）

面積測定 可 不可

汚染レベル

汚染箇所 全面 局部

汚染範囲 均一 不均一
記録紙下段に進む

重量測定 可 不可

化学除染 可 不可
：汚染箇所　　寸法記入のこと（単位：cm）

1.選定試料データの記入 外観記録
寸法、形状測定

　小数点１位、単位cm。

― 空容器重量 ＝ 選定試料重量（W 重量測定
（　―　）ｇ (  43.1991  )ｇ 　有効数４桁

2.選定試料の重量測定
使用測定器 機器No 表面線量当量測定
1 GM管(cpm) :TGS-133型 　記録紙上に図示。2点以上実施

3.表面線量当量測定 2 電離箱(μSv/h) 　NET COUNTで表示。
試料外観の観察記録 3 NaI(μSv/h)

外観写真
表面線量率 画面いっつぱいに試料を入れる。

基準寸法を入れる。
4.汚染箇所採取方法の選定 *試料全体を写真撮影すること

*焼却灰はﾌﾟﾗﾝﾁェﾂﾄに乗せて
　撮影すること

材質推定
選定試料からの採取操作 記入要領に従う。
実施しない 実施する

採取方法の選定
　優先順位

コメント 全量使用
重量比
表面積比
化学除染

採取方法○で囲む

全量使用
重量比 表面積算出
表面積比
化学除染

コメント
外観、汚染部位等について特徴
的なことを記入。

記録項目 記録内容 備考

シーケンシャルﾅﾝﾊﾞｰ：容器-66-8 発電所名称：NDC ホットラボ     
内容物記載事項：紙類、ポリ/酢ビ類、ゴム手   

試料発生年月日：2014年10月01日   分析対象核種：

空容器重量+採取重量

（　―　）ｇ

2　　500 μSv/h   　 (at  0 cm)
3   > 30 μSv/h      (at  0 cm)

選定試料 汚染状況
添付資料-写真-（　　　-　　　）
材質の推定（シート）

面積測定 可 不可

汚染レベル

汚染箇所 全面 局部

汚染範囲 均一 不均一
記録紙下段に進む

重量測定 可 不可

化学除染 可 不可
：汚染箇所　　寸法記入のこと（単位：cm）
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表 試料（容器 ）の基本情報

1.選定試料データの記入 外観記録
寸法、形状測定

　小数点１位、単位cm。

― 空容器重量 ＝ 選定試料重量（W 重量測定
(  3.3802  )ｇ (  2.0821  )ｇ 　有効数４桁

2.選定試料の重量測定
使用測定器 機器No 表面線量当量測定
1 GM管(cpm) :TGS-133型 　記録紙上に図示。2点以上実施

3.表面線量当量測定 2 電離箱(μSv/h) 　NET COUNTで表示。
試料外観の観察記録 3 NaI(μSv/h)

外観写真
表面線量率 画面いっつぱいに試料を入れる。

基準寸法を入れる。
4.汚染箇所採取方法の選定 *試料全体を写真撮影すること

*焼却灰はﾌﾟﾗﾝﾁェﾂﾄに乗せて
　撮影すること

材質推定
選定試料からの採取操作 記入要領に従う。
実施しない 実施する

採取方法の選定
　優先順位

コメント 全量使用
重量比
表面積比
化学除染

採取方法○で囲む

全量使用
重量比 表面積算出
表面積比
化学除染

コメント
外観、汚染部位等について特徴
的なことを記入。

1   > 100 ｋcpm       (at  0 cm)

記録項目 記録内容 備考

シーケンシャルﾅﾝﾊﾞｰ：容器-73-11 発電所名称：NDC ホットラボ     
内容物記載事項：紙類、ポリ/酢ビ類、ゴム手   

試料発生年月日：2014年10月01日   分析対象核種：

空容器重量+採取重量

(  5.4623  )ｇ

2    100 μSv/h      (at  0 cm)
3   > 30 μSv/h      (at  0 cm)

選定試料 汚染状況
添付資料-写真-（　　　-　　　）
材質の推定（ﾚｶﾞﾃｰﾌﾟ）

面積測定 可 不可

汚染レベル

汚染箇所 全面 局部

汚染範囲 均一 不均一
記録紙下段に進む

重量測定 可 不可

化学除染 可 不可
：汚染箇所　　寸法記入のこと（単位：cm）
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表 試料（容器 ）の放射化学分析結果

表 試料（容器 ）の放射化学分析結果

減衰補正日 　試料略称：容器-61-10

容器-61-10 分割試料毎の分析結果

目的核種 計測誤差 検出限界 規格化係数 放射能濃度 誤差 検出限界

減衰補正日：2014/10/1

減衰補正日 　試料略称：容器-66-8

容器-66-8 分割試料毎の分析結果

目的核種 計測誤差 検出限界 規格化係数 放射能濃度 誤差 検出限界

減衰補正日：2014/10/1
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表 試料（容器 ）の放射化学分析結果

表 含水率測定結果

減衰補正日 　試料略称：容器-73-11

容器-73-11 分割試料毎の分析結果

目的核種 計測誤差 検出限界 規格化係数 放射能濃度 誤差 検出限界

減衰補正日：2014/10/1

風袋 風袋+試料 試料(g) 風袋 風袋+試料
風袋

+試料（後)
含水量(g)

容器-61-10

容器-66-8

容器-73-11

試料名称

乾燥前 乾燥後

含水率(%)
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表 容器 試料の放射化学分析誤差（相対値）整理結果

＊）斜体を用いた数値は、不確かさ評価における タイプの考え方に基づき設定

表 容器 試料の放射化学分析誤差（相対値）整理結果

＊）斜体を用いた数値は、不確かさ評価における タイプの考え方に基づき設定

表 容器 試料の放射化学分析誤差（相対値）整理結果

＊）斜体を用いた数値は、不確かさ評価における タイプの考え方に基づき設定

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差

分析対象核種

誤差要因

分析試料質量

希釈分取

化学回収率

放射線測定既校正

放射線測定

放射化学分析誤差
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表 各試料の核種濃度比とその誤差（ σ）

核種組成比 誤差 核種組成比 誤差 核種組成比 誤差

容器-66-8 容器-73-11 容器-61-10

対
C
o
-
6
0
比

対
C
s-
1
3
7
比

核種組成比

試料名称
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表 小袋毎の線量率から推定した 換算放射能量 容器

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h

推定放射能量

容器

容器

合計

袋の直径（概略値を仮定）
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表 小袋毎の線量率から推定した 換算放射能量 容器

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h

推定放射能量

容器

容器

合計

袋の直径（概略値を仮定）
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表 小袋毎の線量率から推定した 換算放射能量 容器

試料
グロス重量 表面線量率

μSv/h

推定放射能量

容器

容器

合計

袋の直径（概略値を仮定）
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表 保管容器表面及び小袋の線量率から推定した 換算放射能量の比較

保管容器 保管容器

表面線量率

μSv/h

内容物

重量

（ ）

換算係数

（ μSv/h）推定放射能量

（

推定放射能量

（

放射能量

（参考）

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

：保管容器表面の線量率測定結果（平均値は、上面、下面及びスポット箇所を除く。最大値は、スポット箇所）

：保管容器表面線量率の測定結果に基づく 換算放射能量

：保管容器内の小袋の線量率に基づく 換算放射能量（袋の直径を ～ と仮定）

：保管容器発生時の放射能量

表 の影響を考慮した の線量率への寄与割合

保管容器 分析値 分析値 の線量率

濃度比 線量率比 への寄与割合

容器

容器

容器

 

表 保管容器表面及び小袋の線量率から推定した 換算放射能量の比較

保管容器 保管容器

表面線量率

μSv/h

内容物

重量

（ ）

換算係数

（ μSv/h）推定放射能量

（

推定放射能量

（

放射能量

（参考）

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

：保管容器表面の線量率測定結果（平均値は、上面、下面及びスポット箇所を除く。最大値は、スポット箇所）

：保管容器表面線量率の測定結果に基づく 換算放射能量

：保管容器内の小袋の線量率に基づく 換算放射能量（袋の直径を ～ と仮定）

：保管容器発生時の放射能量

表 の影響を考慮した の線量率への寄与割合

保管容器 分析値 分析値 の線量率

濃度比 線量率比 への寄与割合

容器

容器

容器

 

表 保管容器表面及び小袋の線量率から推定した 換算放射能量の比較

保管容器 保管容器

表面線量率

μSv/h

内容物

重量

（ ）

換算係数

（ μSv/h）推定放射能量

（

推定放射能量

（

放射能量

（参考）

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

容器
最大値

～
平均値

：保管容器表面の線量率測定結果（平均値は、上面、下面及びスポット箇所を除く。最大値は、スポット箇所）

：保管容器表面線量率の測定結果に基づく 換算放射能量

：保管容器内の小袋の線量率に基づく 換算放射能量（袋の直径を ～ と仮定）

：保管容器発生時の放射能量

表 の影響を考慮した の線量率への寄与割合

保管容器 分析値 分析値 の線量率

濃度比 線量率比 への寄与割合

容器

容器

容器
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表 41 Co-60 の影響を考慮した小袋の線量率及び核種分析結果を 

用いて推定した保管容器内の放射能量（容器-66）* 

試料 No. 
グロス重量 

M(kg) 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 相当の 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 推定放射能量

A1(Bq) 

Cs-137 推定 

放射能量 

A2(Bq) 20cm 60cm 

1 1.9 26 2.5E+01 4.2E+06 1.2E+07 3.5E+07 

2 2.5 6.0 5.7E+00 9.7E+05 2.9E+06 8.0E+06 

3 2.5 20 1.9E+01 3.2E+06 9.5E+06 2.7E+07 

4 2.2 20 1.9E+01 3.2E+06 9.5E+06 2.7E+07 

5 2.0 20 1.9E+01 3.2E+06 9.5E+06 2.7E+07 

6 2.1 120 1.1E+02 1.9E+07 5.7E+07 1.6E+08 

7 2.1 2.0 1.9E+00 3.2E+05 9.5E+05 2.7E+06 

8 1.3 170 1.6E+02 2.7E+07 8.1E+07 2.3E+08 

9 2.5 110 1.0E+02 1.8E+07 5.2E+07 1.5E+08 

10 2.0 6.5 6.1E+00 1.0E+06 3.1E+06 8.6E+06 

11 1.8 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

12 1.6 4.0 3.8E+00 6.4E+05 1.9E+06 5.3E+06 

13 1.6 15 1.4E+01 2.4E+06 7.1E+06 2.0E+07 

14 1.1 1.0 9.4E-01 1.6E+05 4.8E+05 1.3E+06 

15 2.0 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

16 2.4 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

17 1.4 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

18 2.0 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

19 1.3 2.0 1.9E+00 3.2E+05 9.5E+05 2.7E+06 

20 2.0 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

21 1.0 6.0 5.7E+00 9.7E+05 2.9E+06 8.0E+06 

22 2.3 12 1.1E+01 1.9E+06 5.7E+06 1.6E+07 

23 2.1 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

24 2.0 <0.5 4.7E-01 8.1E+04 2.4E+05 6.7E+05 

25 2.0 11 1.0E+01 1.8E+06 5.2E+06 1.5E+07 

合計 9.0E+07 2.6E+08 7.4E+08 

 
* ；試料 No.8 を核種分析対象に選定した。 

 ；A1は、保管容器内の袋毎の線量率に基づく Cs-137 換算放射能量について、Co-60 の寄与分

の補正を行った値である。 

 ；A2は、核種分析結果を用いて推定した Cs-137 換算放射能量である。 
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表 42 Co-60 の影響を考慮した小袋の線量率及び核種分析結果を 

用いて推定した保管容器内の放射能量（容器-61）* 

試料 No. 
グロス重量 

M(kg) 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 相当の 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 推定放射能量

A1(Bq) 

Cs-137 推定 

放射能量 

A2(Bq) 20cm 60cm 

1 1.9  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

2 1.8  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

3 2.2  5.0 2.0E-02 3.5E+03 1.0E+04 1.0E+04 

4 2.5  2.0 8.2E-03 1.4E+03 4.1E+03 4.2E+03 

5 2.2  80 3.3E-01 5.6E+04 1.7E+05 1.7E+05 

6 2.2  2.5 1.0E-02 1.7E+03 5.2E+03 5.2E+03 

7 2.5  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

8 2.1  45 1.8E-01 3.1E+04 9.3E+04 9.4E+04 

9 1.4  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

10 1.8  230 9.4E-01 1.6E+05 4.7E+05 4.8E+05 

11 2.0  50 2.0E-01 3.5E+04 1.0E+05 1.0E+05 

12 1.3  35 1.4E-01 2.4E+04 7.2E+04 7.3E+04 

13 2.0  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

14 1.8  1.5 6.1E-03 1.0E+03 3.1E+03 3.1E+03 

15 2.4  2.0 8.2E-03 1.4E+03 4.1E+03 4.2E+03 

16 2.4  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

17 1.8  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

18 1.0  30 1.2E-01 2.1E+04 6.2E+04 6.3E+04 

19 1.4  4.0 1.6E-02 2.8E+03 8.3E+03 8.4E+03 

20 1.7  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

21 1.5  30 1.2E-01 2.1E+04 6.2E+04 6.3E+04 

22 1.5  2.0 8.2E-03 1.4E+03 4.1E+03 4.2E+03 

23 1.4  45 1.8E-01 3.1E+04 9.3E+04 9.4E+04 

24 2.8  <0.5 2.0E-03 3.5E+02 1.0E+03 1.0E+03 

25 1.4  4.5 1.8E-02 3.1E+03 9.3E+03 9.4E+03 

26 1.9  1.5 6.1E-03 1.0E+03 3.1E+03 3.1E+03 

27 2.0  10 4.1E-02 7.0E+03 2.1E+04 2.1E+04 

28 2.1  13 5.3E-02 9.1E+03 2.7E+04 2.7E+04 

29 1.8  5.0 2.0E-02 3.5E+03 1.0E+04 1.0E+04 

合計 4.2E+05 1.2E+06 1.3E+06 

 
* ；試料 No.10 を核種分析対象に選定した。 

 ；A1は、保管容器内の袋毎の線量率に基づく Cs-137 換算放射能量について、Co-60 の寄与分

の補正を行った値である。 

 ；A2は、核種分析結果を用いて推定した Cs-137 換算放射能量である。 
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表 43 Co-60 の影響を考慮した小袋の線量率及び核種分析結果を 

用いて推定した保管容器内の放射能量（容器-73）* 

試料 No. 
グロス重量 

M(kg) 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 相当の 

表面線量率 

R1(μSv/h) 

Cs-137 推定放射能量

A1(Bq) 

Cs-137 推定 

放射能量 

A2(Bq) 20cm 60cm 

1 1.9 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

2 2.3 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

3 2.2 10 8.2E+00 1.4E+06 4.1E+06 2.7E+07 

4 0.9 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

5 1.4 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

6 1.5 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

7 2.5 9.0 7.4E+00 1.3E+06 3.7E+06 2.4E+07 

8 1.5 1.5 1.2E+00 2.1E+05 6.2E+05 4.1E+06 

9 2.6 9.0 7.4E+00 1.3E+06 3.7E+06 2.4E+07 

10 0.6 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

11 1.5 340 2.8E+02 4.7E+07 1.4E+08 9.2E+08 

12 1.9 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

13 1.7 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

14 1.8 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

15 2.6 12 9.8E+00 1.7E+06 5.0E+06 3.2E+07 

16 1.4 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

17 1.4 1.5 1.2E+00 2.1E+05 6.2E+05 4.1E+06 

18 1.5 1.5 1.2E+00 2.1E+05 6.2E+05 4.1E+06 

19 1.2 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

20 2.6 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

21 0.8 250 2.0E+02 3.5E+07 1.0E+08 6.8E+08 

22 2.4 3.0 2.5E+00 4.2E+05 1.2E+06 8.1E+06 

23 2.4 3.0 2.5E+00 4.2E+05 1.2E+06 8.1E+06 

24 0.7 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

25 1.4 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

26 1.7 3.0 2.5E+00 4.2E+05 1.2E+06 8.1E+06 

27 2.3 1.0 8.2E-01 1.4E+05 4.1E+05 2.7E+06 

28 0.9 <0.5 4.1E-01 7.0E+04 2.1E+05 1.4E+06 

合計 9.1E+07 2.7E+08 1.8E+09 

 
* ；試料 No.11 を核種分析対象に選定した。 

 ；A1は、保管容器内の袋毎の線量率に基づく Cs-137 換算放射能量について、Co-60 の寄与分

の補正を行った値である。 

 ；A2は、核種分析結果を用いて推定した Cs-137 換算放射能量である。 
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表 44  保管容器表面及び Co-60 の影響を考慮した小袋の線量率ならびに核種分析結果を用いて

推定した保管容器内の推定放射能量の比較 

保管容器 

No 

Cs-137 

推定放射能量 

A0（Bq)*1 

Cs-137 

推定放射能量 A1 

（Bq)*2 

核種分析結果 

に基づく Cs-137 

放射能量 A2 

(Bq) 

A0/A2 A1/A2 

容器-66 1.4E+08 9.0E+07 ～ 2.6E+08 7.4E+08 0.19 0.12 ～ 0.36 

容器-61 1.8E+08 4.2E+05 ～ 1.2E+06 1.3E+06 142 0.33 ～ 0.98 

容器-73 4.1E+08 9.1E+07 ～ 2.7E+08 1.8E+09 0.23 0.05 ～ 0.15 

*1：ドラム缶表面の線量率の最大値に基づく Cs-137 換算放射能量 

*2：ドラム缶内の小袋の線量率に基づく Cs-137 換算放射能量（Co-60 の寄与分の補正あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 44  保管容器表面及び Co-60 の影響を考慮した小袋の線量率ならびに核種分析結果を用いて

推定した保管容器内の推定放射能量の比較 

保管容器 

No 

Cs-137 

推定放射能量 

A0（Bq)*1 

Cs-137 

推定放射能量 A1 

（Bq)*2 

核種分析結果 

に基づく Cs-137 

放射能量 A2 

(Bq) 

A0/A2 A1/A2 

容器-66 1.4E+08 9.0E+07 ～ 2.6E+08 7.4E+08 0.19 0.12 ～ 0.36 

容器-61 1.8E+08 4.2E+05 ～ 1.2E+06 1.3E+06 142 0.33 ～ 0.98 

容器-73 4.1E+08 9.1E+07 ～ 2.7E+08 1.8E+09 0.23 0.05 ～ 0.15 

*1：ドラム缶表面の線量率の最大値に基づく Cs-137 換算放射能量 

*2：ドラム缶内の小袋の線量率に基づく Cs-137 換算放射能量（Co-60 の寄与分の補正あり） 
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① 及び 前処理装置の外観 ②分析試料の設置状況

③ 及び 回収部の外観 ④ 再蒸留の状況

図 容器 試料 分析時の試料設置状況

- 67 -

JAEA-Technology 2015-015



 

①硫酸添加 ②硫酸白煙処理の状況

③硫酸溶解／有機物分解の状況 ④酸化分解処理の状況ⅰ

⑤酸化分解の状況ⅱ ⑥分解終了後の試料

図 容器 試料の湿式灰化時の状況
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①揮散回収装置の外観 ②分析試料の設置状況

③揮発性核種の蒸留状況 ④ 揮散処理状況（中期）

⑤湿式灰化終了後の試料の状況 ⑥不溶解残渣の溶解

図 容器 試料の 分析時の前処理操作状況
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図 分析試料の配分フロー
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図 10 保管容器(容器-61)内のポリ袋の線量率 

 

 

図 11 保管容器(容器-66)内のポリ袋の線量率 

 

 

図 12 保管容器(容器-73)内のポリ袋の線量率 

分析対象(No.10) 

分析対象(No.8) 
 

分析対象(No.11) 
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図 雑固体廃棄物の標準的な放射化学分析の流れ

①分析試料の採取

妨害核種除去

②キャリア添加

②’化学回収率測定

④対象核種測定

③放射線測定器校正

⑤放射能濃度算出

試料溶解

②’化学回収率測定

④対象核種測定

③放射線測定器校正

⑤放射能濃度算出

， 分析用難測定核種分析用

⑥核種濃度比算出
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４ 計算結果と分析結果の比較

章で行った計算による廃棄物の核種組成比と 章で行った実廃棄物の分析結果を比較した。ま

た、保管容器毎の核種毎放射能量について、保管容器･小袋の表面線量率と計算による核種組成比

を基にした推定結果と、分析結果を基にした推定結果の比較を行った。

核種組成比の比較

今回行った計算結果と分析結果の比較

廃棄物中の分析結果に基づく 及び に対する核種組成比と燃焼計算に基づく計

算結果の比較を表 及び図 、 に示し、 核種と 核種の に対する核種組

成比の分析値と計算値の比較を図 ～図 示す。燃焼計算の結果は、燃料棒 ウラン燃料棒

＋ 入り燃料棒 の計算結果であるが、分析対象として選定した保管容器にはウラン燃料棒起

源の廃棄物しか収納されていないので、 燃料の計算結果を使用した。これらの結果から

核種及び 核種の に対する核種組成比の分析値は比較的一致しており、分析値と計

算値の差も 等の一部を除いて比較的小さい。従って、 に対する核種組成比を評

価することで、廃棄体中の核種の放射能量を評価できる可能性がある。

一方、表 及び図 から の核種組成比は、分析値間でばらつきが見られ、計算値

との一致もよくなく、その違いは 、 で 桁程度である。 は、燃料構成材料以

外に、一次冷却材中に生成するクラッドが燃料被覆管表面に付着している可能性があり、デー

タがばらついたものと考えられる。従って、放射化物の放射能量を評価する際には、燃料構成

材料以外のクラッド等の寄与を考慮する必要があると考えられる。

機構の照射後施設等でのこれまでの検討結果と比較

機構の照射後試験施設を対象としたこれまでの検討結果として、以下の報告がなされている。

① ；原子力科学研究所の燃料試験施設、ホットラボ施設を対象とし

た計算による核種組成の評価と、γ線スペクトル測定による核種の測定結果

② ；燃料試験施設、ホットラボ施設を対象としたホットセル内の床、

壁、装置等をスミヤ濾紙でふき取ったものの分析結果

では照射済燃料由来の 核種、 核種については、計算結果と測定

結果の相関がよく、今回の結果と合致している。 核種については、計算結果と測定結果の相

関がよく、照射済材料由来の 核種については、材料毎の核種組成比の変動は ～ 桁程度で

あるとされているが、材料間での核種組成比は大きく変動している。今回の検討では照射済材

料の混入はないとしているため単純な比較はできないが、単一の燃料棒での試験由来の汚染で

は複数の被覆管材料による汚染は考えにくく、今回の 核種の分析結果がばらついたことか

ら、クラッド等の寄与だけでなく照射済材料の混入がないか確認が必要である。

では 、 、 、 、 、 、 の

分析結果と、 にて設定された機構の照射後試験施設での代表核種組成が

示されており、これと今回行った図 に示す分析値、計算値との比較を図 に示す。

にて設定された核種組成と、今回の分析値、計算値では、 と を除き相
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関がよい。また、 での分析値と今回の分析値では 核種でのばらつき

が比較的大きくなっている。これは、機構の照射後試験施設では 燃料や複数の濃縮度の燃

料が搬入されているが、今回の結果は一般的な 燃料単体であることが原因と考えられる。
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図 14(1) Cs-137 に対する FP核種･ACT 核種の核種組成比の分析値と計算値の比較 

 

 

図 14(2) Co-60 に対する AP核種の核種組成比の分析値と計算値の比較 
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図 15  FP 核種と ACT 核種の Cs-137 に対する核種組成比の分析値と計算値の比較（容器-66） 

 

 

図 16  FP 核種と ACT 核種の Cs-137 に対する核種組成比の分析値と計算値の比較（容器-73） 

 

 

図 17 FP 核種と ACT 核種の Cs-137 に対する核種組成比の分析値と計算値の比較（容器-61） 
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図 18 FP 核種と ACT 核種の Cs-137 に対する核種組成比の分析値と計算値の比較（全容器） 

 

 

図 19 機構の照射後施設等でのこれまでの検討結果と比較 

（Cs-137 に対する FP 核種･ACT 核種の核種組成比の分析値と計算値の比較） 
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保管容器の放射能量の比較

上述のように 核種と 核種は核種組成比の計算値と分析値が比較的よく一致しているの

で、保管容器毎核種毎放射能量の計算値の予測精度は、保管容器内の 換算放射能量の

予測精度の寄与が大きいと考えられる。本作業では、下記の 種類の方法で 換算放射

能量を推定した。

）保管容器の表面線量率から推定

ⅱ 小袋の表面線量率から推定

ⅲ 核種分析結果に基づく推定

これら 種類の評価方法により推定した保管容器内の 換算放射能量の比較を表 に

示す。これらの結果から、現状では 保管容器表面線量率から推定した 換算放射能量

は、 ⅲ 核種分析結果に基づく推定と比較すると 桁程度の幅がみられる。一方、 ⅱ 保管

容器内の小袋を用いた推定値も保管容器内の放射能量が必ずしも均一になっていないため、

ⅲ 核種分析結果に基づく推定と比較すると 桁程度の幅がみられる。

今回選定した保管容器は、各保管容器内の 個の小袋のうち極端に線量率が高いものが容

器 で 個、容器 で 個、容器 で 個と少数である 表 ～表 参照）。このため、

これらの高線量率の小袋の配置により、保管容器の表面線量率の空間分布が大きく影響を受け、

保管容器表面線量率から推定した保管容器内の 換算放射能量の誤差が大きくなる可能

性がある。そこで、保管容器内の小袋の偏在効果が保管容器表面線量率に与える効果を簡易モ

デルで検討した。簡易モデルは、距離の逆 乗則で線量が減衰するとした一次元モデルであり、

保管容器寸法 とし、線源が均一に配置されたケースと、線源が一か所に集中配置された

ケースを保管容器からの距離をパラメータとして評価した。結果を表 に示すが、境界近傍

に配置されたケースは最も遠く配置されたケースの線量率の 倍程度であり、この効果は非

常に大きいことが分かる。

以上、各種評価方法による保管容器内 換算放射能量の差の要因について検討した結

果をまとめて表 に示す。

小袋の表面線量率は保管容器の表面線量率に比べて高いので、計測上許せる範囲内で表面か

ら距離を離して測定すれば、小袋内で汚染物の線量の偏在があった場合でも表面線量率の汚染

物の偏在の影響を少なくできる可能性がある。今後、放射能量の高いところを特定し、そこで

の放射能量をγ線スペクトルによる測定を用いる等にて精度よく測定すると共に、保管容器表

面線量率に関しては高線量率の小袋偏在効果についても検討する必要がある。

以上の結果、現状の評価結果では、保管容器毎核種毎放射能量の誤差は、保管容器内

換算放射能量の予測精度の寄与が大きく、これらのばらつきから判断して一部を除いて 桁程

度を見積もる必要があると予想される。

表 の 放射能量と表 の核種組成比から、核種毎の放射能量を評価した結果を表

に示す。なお、 放射能量は、保管容器表面線量率の最大値から評価した場合 ケース

１）、平均値から評価した場合 ケース ）、保管容器内の袋毎の線量率から評価した場合 ケー

ス （袋の直径を とした場合）、ケース 袋の直径を とした場合 について評

価した値を使用した。
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表46 各種評価方法による保管容器内Cs-137換算放射能量の比較 

評価方法（評価条件） 
保管容器番号 

容器-61 容器-66 容器-73 

保管容器表面線量率から推定（Bq）*1 

A1（最大測定値） 1.8E+08 1.4E+08 4.1E+08 

A2（平均測定値） 8.2E+07 6.1E+07 7.5E+07 

A3（発生時（参考）） 4.9E+08 2.5E+08 7.1E+08 

小袋表面線量率から推定（Bq）*2 
B1（袋直径 20cm 仮定） 4.2E+05 9.0E+07 9.1E+07 

B2（袋直径 60cm 仮定） 1.2E+06 2.7E+08 2.7E+08 

核種分析結果に基づく推定（Bq） C 1.3E+06 7.4E+08 1.8E+09 

保管容器表面線量率から推定 

A1/C 1.4E+02 1.9E-01 2.3E-01 

A2/C 6.5E+01 8.2E-02 4.2E-02 

A3/C 3.9E+02 3.4E-01 4.0E-01 

小袋表面線量率から推定 
B1/C 3.3E-01 1.2E-01 5.2E-02 

B2/C 9.8E-01 3.6E-01 1.5E-01 

*1：線量率の平均値は、上面、下面及びスポット箇所を除く。最大値はスポット箇所であった。 

*2：保管容器内の袋毎の線量率に基づく放射能量（Co-60 の寄与分の） 
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表 47 保管容器内の小袋の偏在効果の検討 

 

*保管容器直径 570mm、評価点間隔 71.25mm   **線源強度相対値 

 

 

保管容器（200L クローズドドラム缶(JISZ1601)） 

級別： H 級 

板圧(胴、天地)：1.6mm 

内径(Di)： 567±3mm 

内高(Hi)： 841±5mm 

容量： 212L 以上 

重量： 27.5kg 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

境界から
の距離
（mm）*

1
（均一）

2
（最近）

3 4
5

（中央）
6 7

8
（最遠）

71.25 1** 7** 0 0 0 0 0 0
142.5 1 0 7 0 0 0 0 0
213.75 1 0 0 7 0 0 0 0
285 1 0 0 0 7 0 0 0

356.25 1 0 0 0 0 7 0 0
427.5 1 0 0 0 0 0 7 0
498.75 1 0 0 0 0 0 0 7

境界での
線量
（相対値）

3.0E-04 1.4E-03 3.5E-04 1.5E-04 8.6E-05 5.5E-05 3.8E-05 2.8E-05

対ケース1 1.0E+00 4.6E+00 1.2E+00 5.1E-01 2.9E-01 1.9E-01 1.3E-01 9.4E-02
対ケース2 2.2E-01 1.0E+00 2.5E-01 1.1E-01 6.3E-02 4.0E-02 2.8E-02 2.0E-02
対ケース8 1.1E+01 4.9E+01 1.2E+01 5.4E+00 3.1E+00 2.0E+00 1.4E+00 1.0E+00

ケース番号（線原位置）

線量比
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表 放射能類推の差異の要因検討結果

評価法 要因 検討結果 可能性

ⅰ 保管

容器の表面

線量率から

推定

① 小袋の表面線率の

ばらつきから少数

の高線量率の小袋

が偏在していると

考えられる。

保管容器の表面線量率に影響が大

きい線量の高い小袋の数は少数

で、この配置により保管容器の表

面線量率が大きく変動する。

○

ⅱ 小袋

の表面線量

率から推定

② 小袋の表面線量率

のばらつき

保管容器の線量率に支配される小

袋の数は少数に限定され、この表

面線量率によって放射能量が変動

する。

△

ⅲ 核種

分析結果に

基づく推定

③ 小袋内の分析試料

の均一さ

採取した試料は、放射能の比較的

高いところを選定しているが、汚

染が均一にはなっていない。

△

④ 核種組成比のばら

つき

分析試料数は少ないが、主要核種

の核種組成比は、各保管容器で傾

向が類似しており、放射能がばら

つく要因とは考えにくい。

×

）○：可能性高い、△：可能性あり、×：可能性低い
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表 核種毎の放射能量の評価結果

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料の
種類

廃棄物
缶番号

評価ケース Cs-137換算放
射能量(Bq)

燃料棒B
容器-73

燃料棒B
容器-73

燃料棒B
容器-73

燃料棒B
容器-66

燃料棒B
容器-66

燃料棒B
容器-66

燃料棒B
容器-61

燃料棒B
容器-61

燃料棒B
容器-61
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まとめと今後の課題

最終的に廃棄物を処分するためには処分可能な状態に処理し廃棄体とする必要があり、廃棄体

確認時に施設の安全評価結果に基づく重要核種の確認を受けることが必要となる。

本報告書では、照射後試験施設から発生する廃棄体の共通的な確認手法を確立するための準備

として、廃棄物の放射能評価方法の方向性を検討するため、国内でこれまで実施例のない施設内

で保管されている可燃性廃棄物における、燃焼計算による廃棄物中の核種組成比の評価と、実廃

棄物の分析を行うとともに、結果について比較を行った。

今回得られた結果から、照射後試験施設から発生する廃棄物に適用する放射能評価方法を確立

するため、検討が必要となる事項と今後の課題についてまとめる。

適用すべき放射能評価方法

① 核種、 核種

核種、 核種については、計算による に対する核種組成比評価結果と実廃棄物

分析による核種組成比の相関がよく、計算による評価結果が妥当である可能性が高い。そのた

め、保管容器表面線量率等から 放射能量への換算結果と計算による に対する核

種組成比から保管容器毎の放射能量を設定する方法が適用できると考えられる。

② 核種

核種では、計算値との相関が良くなく、分析値についてもばらつきが生じた。原因として

は、燃料構成材料以外に、一次冷却材中に生成するクラッドが燃料被覆管表面に付着している

可能性があり、データがばらついたものと考えられる。そのため、燃料構成材料以外のクラッ

ド等の寄与を考慮した核種組成比の設定方法を検討した上で適用すべき放射能評価方法につ

いて検討する。

核種組成比の設定

① 核種、 核種

核種、 核種については、引続き実廃棄物分析を進め、今回確認した燃料棒 以外の燃

料集合体、燃料棒についても計算結果と分析結果の相関性が高いことを確認する。

② 核種

核種については先に述べたとおり、燃料構成材料以外に燃料被覆管表面に付着している可

能性がある一次冷却材中に生成するクラッド等の評価方法について検討する必要がある。評価

方法としては、現在原子力発電所から発生する低レベル運転廃棄物のスケーリング・ファクタ

ー法を参考とすることが考えられる。

また、引続き実廃棄物分析を進め、今回確認した燃料棒 以外の燃料集合体、燃料棒での傾

向を把握することも必要である。

保管容器内の放射能量の推定

保管容器表面及び廃棄物中の核種分析結果から保管容器内の廃棄物中に含まれる放射性物質

量を評価したが、その評価結果に放射能量のばらつきが生じた。このばらつきの原因について

今後検討する必要がある。
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① 表面線量率の測定方法

保管容器の表面線量率測定は、保管容器内の放射能濃度を推定する上でのキー手順であり、

検討している評価手法において最も重要な役割をするものと考えられる。今回は表面線量率

の最大値を使用し、かつ、よりエネルギーの高いγ線を放出する や の影響を考

慮していない。

保管容器内には高線量率の小袋が偏在している。この偏在の影響を小さくするため、距離を

とって線量率を測定するなど誤差の把握と誤差を最小とする測定方法の確立を図る必要があ

る。

また、表面線量率に対する 以外の影響を確認するため、保管容器の外側からのゲル

マニウム半導体検出器による測定等により測定誤差の小さくなる方法の検討が必要である。

この際、あわせて の影響を評価し、 核種の放射能評価方法検討の材料とすることも

考慮する。

② 保管容器表面線量率から 放射能への換算

を用いた線量率から放射能への換算手法は、既に確立された手法と思われるが、表面線

量率の測定方法の検討と連動し、適用の妥当性を確認することが必要である。

汚染源が複数の燃料である保管容器内放射能量の評価

将来的には、汚染源が複数の燃料である保管容器の放射能量の計算値と分析値を比較する際に

は、各年でのそれぞれの燃料の取扱い実績から、取扱い数に応じて核種の放射能量を配分する

ことにより重みづけを行う手法の検証を行う必要がある。

低レベル放射性廃棄物埋設処分の事業許可申請では、廃棄物に含まれる放射性核種毎の最大放

射能濃度及び総放射能量に基づき、管理期間中及び管理期間終了後に地下水による核種の生活圏

への移行、埋設施設の跡地利用等に起因して一般公衆が受ける被ばく線量を評価し、安全性を確

認することが求められている 。そのため、廃棄物に含まれる放射性核種毎の最大放射能濃度及

び総放射能量を正確に把握するために、早い段階で廃棄物の放射能評価方法を確立することが必

要である。

また、本検討では廃棄物の放射能評価方法について検討を行ったが、最終的に廃棄物を処分す

るためには処分可能な状態に処理し廃棄体とする必要があり、廃棄体確認時に施設の安全評価結

果に基づく重要核種の確認を受けることが必要となる。そのため、将来的には廃棄体の放射能評

価方法について、 にて示されている方法を参考に検討する必要があ

るが、廃棄物に含まれる放射性核種の種類と放射能が明らかとなれば、それに基づき廃棄体の放

射能評価を効率よく行うことができると考えられる。

以上から、照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法を確立するため、引続き廃棄

物の分析を進めデータ拡充を図るとともに、課題解決のための検討を実施していくこととする。
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付録－ 表面線量率測定値に基づく 放射能量算定手法の誤差評価

誤差要因の検討

保管容器内の放射能量は、保管容器表面の線量率を測定し、その測定値をすべて に

起因するものとして、 換算放射能量を評価している。従って、 換算放射能量に

は、以下の誤差を含んでいると考えられる。

表面線量率測定の誤差

表面線量率に及ぼす 以外のγ線核種の影響による誤差

表面線量率測定の誤差

表面線量率測定の誤差としては、測定器に起因するものと測定方法に起因するものが考えら

れる。

測定器としては、全期間を通して、同一仕様の電離箱を定期的な点検を実施しつつ用いてお

り、測定器自体の測定誤差は、公称値である± 以内が維持されていると考えられる。

一方、測定方法に起因する誤差について、保管容器には種々の放射能量をもった廃棄物が不

均一に混在しているが、保管容器表面の線量率は、測定場所によって異なることが推定される。

このため、保管容器表面の線量率を測定する際には、保管容器表面をまんべんなく測定して、

その最大値をその保管容器の表面線量率として記録しているため、放射能評価に使用した保管

容器の線量率は、保管容器表面の平均値よりも高めの値になっていると考えられる。今のとこ

ろ最大誤差の定量的な評価は行われておらず、今後の課題と考えられる。今回、分析対象とし

て選定した 本の保管容器につき、表面測定での最大値は、測定点の平均値の ～ 倍程

度であり、これまでに実施された他の保管容器の測定値に対しても同様の傾向があるものと推

察される。

表面線量率に及ぼす 以外のγ線核種の影響による誤差

表面線量率から放射能量を評価する際には、 を用いて、保管容器内の 放射能量と

線量率の関係から算出した換算係数 μ を用い、 換算放射能量を算出している。

この際、 は保管容器内に一様に存在するものとして、換算係数を算出している。この

ため、 が測定ポイントに近い領域に偏在している場合に比べて、線量率は低くなり、

放射能量として高め 保守的 に評価していると考えられるが、この誤差の定量的な評価も今後

の課題である。

保管容器内の放射能量は、表面線量が全て に拠るものとして計算しているが、実際

には、 以外のγ線放出核種が含まれているため、その影響を誤差として考慮する必要

がある。

実廃棄物に含まれる核種のなかには のほかに幾つかのγ線放出核種が存在する。主

なγ線放出核種は以下のようなものである。

、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

、 、 、

これらから放出されるγ線をすべて によるものとして 換算放射能量を求めて

いるので、実際よりも高い 放射能量となり、燃焼計算結果に基づく核種組成比で配分
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した各核種の放射能量についても実際より高い保守的な評価となっている。

そこで、 換算した放射能量がどの程度保守的評価となっているか、その誤差について

検討した。

上記のγ線放出核種が、本文表 の を基準とした核種組成比で保管容器に存在して

いるときを想定し、保管容器全体の放射能量 としたときの各核種の放射能量を表

に示す。

このときの保管容器の表面線量率は、図 の円柱体積線源の無遮へい体系を模擬したとき、

表 に示すとおりとなる。また、比較のため 単独で 存在するときの保管容

器表面線量率についても表 に示した。

表 から、実際の放射線量と比べて、放出されるγ線をすべて によるものとした

ときの放射線量は ％程度高くなっている。これは保管容器の表面線量から 換算した

ときの放射能量は、実際よりも 程度保守的な放射能量となることを示している。なお、燃

料の種類による誤差の相違はほとんどない。

誤差評価のまとめ

上記 項と 項の検討結果から、 換算放射能量の誤差には、保管容器の表面線量率

の測定ポイントによるばらつきの影響が大きい。これは、保管容器内には、種々の放射能量を

もった廃棄物が種々の場所に含まれていることによる。今回、分析対象とした保管容器 本で

は、表面線量率の最大値は平均値の ～ 倍程度となっており、 換算放射能量も測

定された線量率によって同程度にばらつくと考えられる。保管容器の放射能量評価に表面線量

率測定値を用いる場合、より定量的な誤差評価の実施が今後の課題である。
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表 A1-1 全放射能 100MBq のときの核種別放射能量 

 

 

表 A1-2 保管容器の表面線量率 

燃料の種類 
燃料集合体Ａ 燃料棒Ｆ 

UO2 UO2 Gd 

全放射能 100MBq 45.9 46.5 45.7 

Cs のみ 100MBq 48.0 

（単位：μSv/h）       

 

 

図 A1  線量率の評価体系  

燃料の種類 燃料集合体A
燃焼度(GWd/t) 21.6 33.7 23.1

対象核種 UO2 UO2 UO2

Cl-36 2.69E-10 6.54E-11 7.13E-11
Co-60 4.70E-01 2.13E-01 2.74E-01
Nb-94 2.55E-03 1.84E-07 2.19E-07
I-129 4.95E-05 4.53E-05 4.76E-05
Cs-137 9.06E+01 9.13E+01 8.96E+01
Eu-154 1.46E+00 2.30E+00 2.12E+00
U-233 5.72E-08 5.26E-08 4.69E-08
U-234 1.73E-04 1.97E-04 1.67E-04
U-235 7.37E-05 4.14E-05 4.30E-05
Pu-239 7.70E-01 4.91E-01 6.86E-01
Pu-240 8.48E-01 6.69E-01 8.35E-01
Am-241 5.59E+00 4.29E+00 5.81E+00
Am-243 1.05E-02 1.73E-02 1.81E-02
Cm-242 1.17E-02 7.35E-03 9.50E-03
Cm-244 2.60E-01 7.08E-01 6.36E-01

単位：MBq

燃料棒F
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付録－ 分析対象核種の一次選定

研究施設等廃棄物全体の安全評価における重要核種

ここでは、 に基づき重要核種を整理する。整理に当たっては、線

量寄与が大きな核種が明示されている施設閉鎖後の安全評価を参考とする。

トレンチ及びピットのシナリオ毎の支配核種と線量寄与 以上の核種を表 に示す。表

に挙げられているのは以下の 核種である。

安全評価の核種インベントリーを表 に示す。 、 、 の初期インベント

リーはゼロかごく僅かであり、 から生成したものである。同様に、 、 は

から生成したものである。したがって、初期インベントリーの観点から重要核種を選定すると

以下の 核種となる。

機構の照射後試験施設の重要核種

のなかに照射後試験施設（燃料試験施設、ホットラボ）及び照射

後試験施設に類似の再処理特研からの廃棄物の重要核種について予備評価を行った結果が示さ

れている。評価では、原子力安全委員会報告書 のシナリオを採用している。また、最大線量

核種濃度／最大線量核種の基準線量相当濃度に対する比率で重要度を定義し、重要度 以

上のものを重要核種としている。施設毎の重要核種を表 ～表 に、 に対する核

種組成比を表 に示す。これら施設全体の重要核種は以下の 核種である。

の重要核種は と を除いて上記に包含されている。 は、トレンチの地

下水シナリオの河川岸作業者及び土地利用シナリオの帯水層土壌掘削の建設作業者で線量寄与

以上となるものであるが、 のインベントリーは主に炉起源である。このため、照射後

試験施設では重要核種にならなかったと考えられる。したがって、上記 核種に を加え

た 核種を重要核種の一次選定結果とした。

付録－ の参考文献

天澤 弘也 他 “研究施設等廃棄物浅地中処分施設の概念設計”

坂井章浩 他 “研究施設等廃棄物の埋設処分における安全評価上重要核種の選定（その ）

－ ・研究所等廃棄物に係る主要放射性廃棄物発生施設毎の重要核種の予備評価－”

原子力安全委員会：“低レベル放射性廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値につい

て”
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表 概念設計の管理期間終了後安全評価における重要核種

トレンチ

基本シナリオ 地下水

土地利用

変動シナリオ 井戸水利用

施設底面掘削

帯水層掘削

ピット

基本シナリオ 地下水

土地利用

変動シナリオ 河川流量減少

→地下水

河川流量減少

→土地利用

海水準変動

→土地利用

浸食・再堆積土

地利用

施設底面掘削

帯水層掘削

機能一部喪失

→地下水

機能一部喪失

→土地利用

人為事象シナリ

オ

ボーリング

→地下水

ボーリング

→土地利用

ボーリング

→帯水層掘削

ボーリング

→井戸水飲用
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表 概念設計安全評価の核種インベントリー
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表 燃料試験施設の重要核種

トレンチ

跡地建設

跡地居住

地下水

ピット

跡地建設

跡地居住

地下水

表 ホットラボの重要核種

トレンチ

跡地建設

跡地居住

地下水

ピット

跡地建設

跡地居住

地下水

表 再処理特研の重要核種

トレンチ

跡地建設

跡地居住

地下水

ピット

跡地建設

跡地居住

地下水
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表 A2-6 照射後試験施設等からの廃棄物の核種組成比(1/2) 
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表 A2-6 照射後試験施設等からの廃棄物の核種組成比(2/2) 

 

- 96 -

JAEA-Technology 2015-015



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数






